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１．はじめに 
１.１ 計画策定の背景と目的 

 ◆計画策定の背景 
 

我が国の公共施設等は、1970

年代の高度成長期以降に建設された

ものが多く、今後、老朽化に伴い大

規模改修や建て替えといった施設の

更新時期を迎えようとしており、今

後の財政への負担が懸念されていま

す。 

また、人口減少・少子高齢化の進

行により、公共施設等への市民のニ

ーズも大きく変化していくことが予

想されています。 

 

このような背景から、公共施設等の全体の現状を把握したうえで、公共施設等の更新や長寿

命化、さらには統廃合や再配置などに関して、長期的視点をもって計画を行うことが必要とな

ってきています。これにより、財政負担を軽減・平準化し、これからの時代にふさわしい地域

づくりを行っていくために、総務省は平成 26 年４月に全国の地方公共団体に対して、「公共

施設等総合管理計画の策定要請」を行いました。 

本市においても、国勢調査における総人口は、1965 年の 12.2 万人をピークに、その後一

貫して減少に転じ、2015 年は 7.7 万人となり、近年では人口減少・少子高齢化の傾向に拍

車がかかっています。 

今後においても、厳しい国の財政状況や人口減少による地方交付税の減額、少子高齢化によ

る税収の減少など、今後も予断を許さない状況であり、特に、昭和時代（40～60 年代）に

建設され老朽化した公共施設の維持管理・改修・更新などをはじめ、一層の行財政面での対策

を必要としている現状です。 

 
◆計画の目的 
 

本市の人口減少が予測される背景の一方で、現状の公共施設等の維持更新などに必要な経費

は将来的に増加し、この公共施設等にかかる経費の確保が大きな課題となることが予測されま

す。将来的な財政負担の軽減や健全な市民生活の維持を図るためにも、公共施設等にかかる総

合的かつ計画的な管理の検討が必要となっています。 

公共施設等の機能を適正に維持しつつ、また、将来の需要に柔軟に対応し、次世代の市民へ

の負担をできる限り軽減する効率的・効果的な公共施設等の管理の基本方針を明確にするため

に「宇和島市公共施設等総合管理計画」を策定しました。 

 

出典：地方財政状況調査（総務省） 

図 1.1 地方公共団体の主な公共施設の延床面積の推移 
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１.２ 対象範囲 

本計画は以下の公共施設等を対象とします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.2 対象範囲 

市
有
財
産 

公
共
施
設
等 

公共施設 

市民文化系施設[集会施設、文化施設、文化財] 

社会教育系施設[図書館、博物館等、公民館、隣保館] 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設[ｽﾎﾟｰﾂ施設、ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設、観光施設] 

産業系施設[産業系施設] 

学校教育系施設[小中学校、寄宿舎、給食調理施設、その他教育施設] 

子育て支援施設[幼稚園・保育園・認定こども園、児童施設] 

保健・福祉施設[高齢福祉施設、障害福祉施設、保健施設] 

病院施設・介護老人保健施設[病院施設、その他病院施設、 
介護老人保険施設] 

診療施設[診療所、その他診療所施設] 

行政系施設[庁舎等、消防施設] 

公営住宅[公営住宅] 

公園[公園内施設] 

供給処理施設[供給処理施設] 

その他[普通財産、閉校・閉園施設、その他] 

道路（一般道路、農道、林道） 

橋りょう 

上水道（上水道管、上水処理施設、簡易水道） 

下水道（下水道管、下水処理施設） 

港湾・漁港 

河川 

土 地 

その他（動産・金融資産） 

【対象施設】 

※「公共施設等更新費用試算ソフト」（総務省監修）で単価設定をされていないた

め、更新費用の試算を行っていない施設 

①うち基本方針のみ記載している施設 

産業系施設の農業水利施設等（ため池・頭首工・用排水機場・水路） 

②うち保有量及び基本方針を記載している施設 

農道・林道・簡易水道・港湾・漁港・河川 

インフラ資産 
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１.３  計画の位置づけ 

本計画は、総務省からの「公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について」（平成

26 年４月 22 日総財務第 74 号）による計画策定要請を受けて、本市のインフラ資産を含

む公共施設等の今後のあり方についての基本的な方向性を示すものとして位置付けます。 

本市の上位計画である「宇和島市総合計画」を支える計画であり、都市計画に関する「宇

和島市都市計画マスタープラン」（平成 24 年 3 月）、さらに、これからの宇和島市の人口

問題などをはじめとする課題とその将来的な方向性を示す「まち・ひと・しごと創生宇和島

市総合戦略」（平成 28 年 3 月）及び「第 3 次宇和島市行政改革大網」（平成 28 年 7 月）

との連携・整合を図り、長期的視点をもって施設の更新・統廃合・長寿命化などを計画的に

行うことにより、財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置を実現す

るためのものです。 

今後、本計画で定めた基本的な方針に基づき、個別施設毎の対応方針を定める計画として、

個別施設計画を策定していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.３ 計画の位置づけ 

 
 

１.４ 計画期間 

公共施設等の計画的な管理運営においては、中長期的な視点が不可欠となることから、計

画期間は、2017 年度（平成 29 年度）から 2026 年度（平成 38 年度）までの 10 年間

とします。ただし、取組の進捗状況、情報や知見の蓄積状況を踏まえ、計画期間内であって

も必要に応じて適宜見直し、取組を継続、発展させることとします。 

 

 

 

(公共施設の個別施設計画) 

学校再編計画 

市営住宅長寿命化計画 

     ・・・など 

 

(インフラ関連の個別施設計画) 

橋りょう長寿命化修繕計画 

水道ビジョン 

     ・・・など 

 

宇和島市公共施設等 
総合管理計画 

【市の関連計画】 

・長期財政計画 

・宇和島市都市計画マスタープラン 

（立地適正化計画を含む） 

・まち・ひと・しごと創生宇和島市総合戦略 

（人口ビジョン・総合戦略） 

・第 3 次宇和島市行政改革大網 

国 

インフラ長寿命化基本計画 

 
【市の上位計画】 

宇和島市総合計画 
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２．公共施設等の現況及び将来の見通し 
２.１ 人口の現状と見通しと将来人口推計 

国勢調査における本市の総人口は、昭和40年(1965年)の12.2万人をピークに、その後

一貫して減少に転じており、平成27年(2015年)は、7.7万人となっています。 

人口３区分別人口の推移及び国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研）の推計によ

る今後の見通しを見ると、0～14歳の年少人口と15～64歳の生産年齢人口では一貫して減

少傾向が続きます。65歳以上の老年人口は2020年に2.9万人でピークを迎えると、その後

は減少傾向に転じます。 

15～64歳の生産年齢人口と65歳以上の老年人口は、2015年時点でそれぞれ4.1万人、

2.8万人であったものが、2060年にはそれぞれ1.7万人、1.5万人とほぼ同程度の規模とな

ることが予測されています。 

人口３区分別の人口割合では、2015年に年少人口：生産年齢人口：老年人口の比率がそ

れぞれ11%：53％：36％であったものが、2060年では9%：49％：42％となり、10

人に4.2人の割合で65歳以上となることが予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（2010 年、2015 年）、社人研推計（2020 年～2060 年） 

   宇和島市人口ビジョンによる目標人口（2015 年～2060 年総数のみ） 

図 2.1 人口 3 区分別人口の推移と今後の見通し（総数） 

 

図 2.2 人口 3 区分別人口の推移と今後の見通し（割合） 

 

資料：国勢調査（2010 年、2015 年）、社人研推計（2020 年～2060 年） 
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２.２ 財政の状況と見通し 

 (1) 歳入の状況 

本市の歳入については、概ね３７０～470 億円程度で推移しています。 

内訳を見ると、地方交付税が増加している一方で、市税がやや減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※一 般 財 源：使途が特定されない財源。地方税、地方交付税、地方譲与税、地方特例交付金。 

※地 方 税：市が収入する税の総称。市民税（個人、法人）、固定資産税、軽自動車税等。 

※地方交付税：国と地方の財源調整と地域間の財源の偏りを調整するため、国が地方へ交付する交付金。 

※特 定 財 源：一定の使途にのみ使用できる収入。国庫支出金、県支出金、地方債等。 

※国庫支出金：国から市へ交付される補助金等の総称。 

※県 支 出 金：市が行う事業に対して県から交付される、使い道が決められている費用。 

※地 方 債：市が 1 会計年度を超えて行う借入れ。 

 

図 2.3 歳入の推移 

 

出典:総務省地方財政状況調査関係資料「決算カード」 
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(2) 歳出の状況 

本市の歳出については、歳入額と同様で推移しています。 

内訳を見ると、この 10 年間で人件費が大きく削減されている一方で、増加項目では、近

年、扶助費の増大が顕著に見られるようになっています。また、補助費等もやや増加傾向に

ありますが、それ以外の項目はほぼ横ばい傾向と言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※人 件 費：職員給、地方公務員共済組合等負担金、退職金、委員等報酬、議員報酬手当等。 

※扶 助 費：社会保障制度の一環として、生活保護法などの各種法令に基づいて支払われる経費、及び地方

公共団体が単独で行っている住民福祉に要する経費。 

※公 債 費：地方自治体が借り入れた地方債（借金）の元金と利子の償還（返済）金及び一時借入金の利子

の合算額。 

※物 件 費：消耗品などの物品購入費や、光熱水費、委託などに要する経費。 

※補 助 費 等：法適用企業に対する負担金、さまざまな団体等への補助金、報償費など。 

※繰 出 金：一般会計と特別会計、又は特別会計間で支出される経費であり、一般会計から国民健康保険、

介護保険、後期高齢者医療（老人保健医療）等に対して繰り出される負担金など。 

※投資的経費：支出の効果が単年度又は短期的に終わらない固定的な資本の形成に向けられるもので、普通建

設事業費、災害復旧事業費、失業対策事業費を指す。 

 

図 2.4 歳出の推移 

 

出典:総務省地方財政状況調査関係資料「決算カード」 
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(3) 義務的経費の構成比の推移 

人件費・扶助費・公債費の義務的経費について、合計額はほぼ 190～200 億円で大きな

変動はありませんが、その構成比では、人件費の割合が減少し、扶助費の割合増大が顕著と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 経常収支比率の推移 

経常収支比率を見ると、平成 17 年度で 97.3%と高い状態でしたが、平成 20 年度以降は

徐々に改善が見られ、平成 27 年度には 82.7%まで下がっています。しかしながら、今後は

普通交付税の減少により数値が上昇する見込みとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
※経常収支比率：自治体の財政構造の弾力性を測る比率。人件費、扶助費、公債費等の経常経費に、地方税、

地方交付税等の経常一般財源収入がどの程度充当されているかを見るもので、都市にあって
は75％程度が妥当であり、80％を超えるとその自治体は弾力性を失いつつあるといわれて
いる。 

 

図 2.5 義務的経費構成比の推移 

 

図 2.6 経常収支比率の推移 
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２.３ 公共施設等の状況と将来の更新等費用の見通し 

(1) 公共施設の状況 

① 施設保有量 

本市が保有する公共施設（建築物）の総延床面積は 563,927.54 ㎡となっています。 

施設分類別の施設数と延床面積は下表のとおりとなっています。 

表2.1 施設分類別の施設数と延床面積 

施設分類 施設数 延床面積（㎡） 

市民文化系施設 275 43,361.82 

社会教育系施設 42 28,593.65 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 39 40,109.12 

産業系施設 12 2,000.31 

学校教育系施設 111 174,532.01 

子育て支援施設 31 17,686.72 

保健・福祉施設 12 6,346.11 

病院施設・介護老人保健施設 38 69,302.04 

診療施設 13 1,785.82 

行政系施設 156 30,648.75 

公営住宅 56 108,154.63 

公園 20 1,462.17 

供給処理施設 11 10,571.49 

その他 61 29,372.90 

総計 877 563,927.54 

※平成27年度末現在 

※上下水処理施設はインフラ施設として扱うため除外 

② 施設分類別割合 

また、施設分類別の延床面積割合は下図のとおりとなり、最も多いのが学校教育系施設、

次いで公営住宅の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.7 施設分類別延床面積 
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③ 住民一人当たりの保有量 
 

本市で所有する公共施設の総延床面積 563,927.54 ㎡を、市域人口 77,465 人（平成

27 年度国勢調査結果）で割ると、住民一人当たりの面積は約 7.3 ㎡／人となっています。 

県内の他自治体と比較すると、比較的人口規模の小さい自治体では本市以上の面積とな

っているところもあり、本市の公共施設保有量が特別に多いということはありませんが、

四国内の類似団体と比較した場合には、住民一人当たりの公共施設保有量はやや多い結果

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：各 自 治 体 人 口：平成27年度国勢調査結果 

公共施設延床面積：各市の公開されている公共施設等総合管理計画の数値から引用 

 

 

 

 

 

図 2.8 一人当たり公共施設延床面積 

 

１人当たり面積 

（㎡） 

人口 

（人） 
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④ 老朽化の状況 
 

公共施設の建築年別延床面積を見ると、1976 年～1986 年に建てられた建物が比較的

多く、これらの施設は築後 30～40 年が経過しようとしています。 

また築後 30 年以上(1986 年以前建築)が経過している施設の総延床面積は

287,450.91 ㎡あり、これは施設全体の 51.0%を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.9 公共施設の年度別整備延床面積 

 

1976 年～1986 年に 

建 て ら れ た 建 物 

築後 30 年以上が経過 



 11 

 

⑤ 耐震化の状況 
 

公共施設総延床面積 563,927.54 ㎡のうち、建築時に新耐震基準で建てられているもの

が 60.7%、旧耐震基準で建てられているものが 39.3%の割合となっています。 

旧耐震基準で建てられた施設のうち、これまでに耐震化が完了している施設が 29.4%

（全体の 11.6%）、耐震化未実施の施設が 66.7%（全体の 26.2%）となっており、旧耐

震基準で建てられた施設の７割近くが、未だ耐震化されていない状況となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※旧耐震基準：建築物の設計において適用される地震（中地震：震度5程度）に耐えることのできる構造の基

準で、昭和56年5月31日までの建築確認において適用されていた基準 

※新耐震基準：建築物の設計において適用される地震（大地震：震度6強）に耐えることのできる構造の基準

で、昭和56年6月1日以降の建築確認において適用されている基準 

※耐震化不要には新耐震基準を含む 

 

図 2.10 公共施設の耐震化の状況 

 

■旧耐震基準   ■新耐震基準 

【建築時耐震基準】 

■旧耐震基準  ：39.3% 

■新耐震基準  ：60.7% 

 

【詳細】 

■耐震化未実施 ：全体の 26.2% 

■耐震化実施済 ：全体の 11.6% 

■耐震化不要  ：全体の 62.2% 

 

新耐震基準(1981 年 6 月以降) 
 

342,252.60 ㎡ 60.7% 

  

うち、耐震化未実施 
 

147,804.67 ㎡ 26.2% 

 

 

旧耐震基準(1981 年 5 月以前) 
 

221,674.94 ㎡ 39.3% 

 

※平成 27 年度末現在 
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(2) インフラ資産の状況 

① 道路 

本市における道路の保有量は、一般道路が実延長 1,254,071ｍ、面積 4,946,871 ㎡

となっています。また、農道の実延長が 350,329m、林道の実延長が 42,357m となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 橋りょう 

本市における橋りょうの保有量は、橋りょう数 954 橋で、総延長 8,533m（総面積

39,485.2 ㎡）となっています。面積における構造別内訳は、PC（プレストレスト・コン

クリート）橋 12,215.6 ㎡、RC（鉄筋コンクリート）橋 15,870.8 ㎡、鋼橋 2,350.8

㎡、石橋 405.7 ㎡、その他 8,642.3 ㎡となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 項目 数量 

一般道路 

実延長 1,254,071ｍ   

1 級(幹線)市道 86,569ｍ   

2 級(幹線)市道 96,109ｍ   

その他市道 1,071,393ｍ   

道路部分面積 4,946,871 ㎡   

1 級(幹線)市道 559,038 ㎡   

2 級(幹線)市道 490,179 ㎡   

その他市道 3,897,654 ㎡   

農 道 

実延長 350,329ｍ   

市管理 36,307ｍ   

土地改良区管理等 314,022ｍ   

林 道 

実延長 42,357ｍ   

１級 443ｍ   

２級 22,202ｍ   

３級 19,712ｍ   

（橋りょう） （４橋）   

表 2.3 道路の実延長と面積 

 

図 2.11 橋りょうの橋種別整備年度別面積 

 

 

橋りょうの面積 
 

39,485.2 ㎡ 

 

耐用年数（60 年） 
を超える年 ㎡ 

※平成 27 年度末現在 

※平成 27 年度末現在 

※一般道路（市道）の延長及び面積は橋りょう部を除いて集計した数量 
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③ 上水道 

本市における上水道施設は浄水施設が 11 箇所、配水施設が 109 箇所、簡易水道施設

は配水施設が 23 箇所あり、このうち本計画の対象となる建物は上水道施設 36 施設、簡

易水道施設 6 施設で、その総延床面積は 4,395.41 ㎡となっています。 

また、上水道管の保有量は、導水管 4,393m、送水管 128,692m、配水管

610,214m の計 743,299m、簡易水道管の保有量は導水管 4,185m、送水管

56,923m、配水管 62,800m の計 123,908m となっています。 

なお、上水道管は1976年（昭和51年）～1982年（昭和57年）に集中して整備され

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 数量 

導水管 4,393ｍ   

送水管 128,692ｍ   

配水管 610,214ｍ   

計 743,299ｍ   

項目 数量 

導水管 4,185ｍ   

送水管 56,923ｍ   

配水管 62,800ｍ   

計 123,908ｍ   

表 2.4 上水道管の保有延長 

 

図 2.12 上水道管の管種別整備年度別延長 

 

 

上水道管の総延長 
 

743,299m 

 

※平成 27 年度末現在 

表 2.5 簡易水道管の保有延長 

 

※平成 27 年度末現在 

 平成 28.4.1 に上水道へ事業統合 
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④ 下水道 

本市における下水道施設は 17 施設あり、総延床面積は 14,878.28 ㎡となっていま

す。また、下水道管の保有量は、コンクリート管 66,931m、陶管 20,715m、塩ビ管

68,433m、その他 1,398m の計 157,477ｍとなっています。 

  下水道管は、1992年（平成4年）～2005年（平成17年）に整備されたものが大半

を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 数量 

コンクリート管 66,931ｍ   

陶管 20,715ｍ   

塩ビ管 68,433ｍ   

その他 1,398ｍ   

計 157,477ｍ   

表 2.6 下水道管の保有延長 

 

図 2.13 下水道管の管種別整備年度別延長 

 

 

下水道管の総延長 
 

157,477m 

 
 

年度不明 
 

61,314m 

 

※平成 27 年度末現在 
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⑤ 港湾・漁港 

本市が保有・管理する港湾・漁港施設は、港湾施設が地方港湾１港、漁港施設が第１

種漁港 44 港、第２種漁港７港、第４種漁港１港の計 52 港となっています。 

 

 

 

港湾施設数量 

地方港湾 １港   

 

 

漁港施設数量 

第１種漁港 44 港   

第２種漁港 ７港   

第４種漁港 １港   

 

 

 
※地方港湾：日本における港湾の一区分であり、港湾法第2条第2項において「重要港湾以外の港湾」が地

方港湾と定義されている 

※第１種漁港：その利用範囲が地元の漁業を主とするもの 

※第２種漁港：その利用範囲が第１種漁港よりも広く、第３種漁港に属しないもの 

       （※第３種漁港：その利用範囲が全国的なもの） 

※第４種漁港：離島その他辺地にあって漁場の開発又は漁船の避難上特に必要なもの 

 

 

 

⑥ 河川 

本市で管理を行う河川は準用河川が５河川あり、その延長は 4,339m となっていま

す。 

 

 

河川施設数量 

準用河川 ５河川（4,339m）   

 

 

 
※準用河川：一級河川及び二級河川以外の「法定外河川」のうち、市町村長が指定し管理する河川のこと 

      一級河川については、国土交通省大臣（河川法第９条第１項）、二級河川については都道府県

知事（同法第10条）、準用河川については市町村長（同法第100条第１項による河川法の規

定の準用）と河川法に定められている 

 

 

 

表 2.7 港湾施設の保有数 

 

表 2.8 漁港施設の保有数 

 

※平成 27 年度末現在 

表 2.9 河川の保有数 

 

※平成 27 年度末現在 
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(3) 公共施設等の将来の更新等費用の見通し 

① 公共施設（建築物） 

現在保有している公共施設（建築物）のすべてを同規模で維持しようとした場合、今後

40 年間に発生する更新費用等の総額を、総務省が提供している「公共施設等更新費用試算

ソフト」を用いて試算した場合、総額約 2,532.4 億円となっており、その年平均額は約

63.3 億円と試算されます。 

これは、過去５年間（平成 23 年度～平成 27 年度）の公共施設の更新等費用実績額（約

16.4 億円）に対しては約 3.9 倍の額であり、今後、財政的に大きな負担となることが懸念

されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※「公共施設等更新費用試算ソフト」（総務省監修）により試算 

※更新等費用実績額：平成23年度から平成27年度における公共施設（建築物）の建物に係る既存更新・新規

整備費用を抽出して年平均の実績額として算定したもの 

※大規模改修（積み残し）：平成29年度時点で大規模改修の実施年の30年を経過している施設 

 

図 2.14 公共建築物の更新費用の見通し 

 

 

 

年更新費用の試算 

63.3 億円 
 

既存更新分及び新規整備分 

3.9 倍 

40 年間の 

更新費用総額 
 

2,532.4 億円 

過去 5年平均 

公共施設更新等費用実績 

既存更新分及び新規整備分 
 

16.4 億円 

 

今後 40 年間の平均年間更新費は、 

過去 5 年間の平均既存更新費の 

約 3.9 倍 
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② インフラ資産 

現在保有しているインフラ資産のすべてを維持していく場合、今後 40 年間に発生する更

新費用等の総額は約 1,719.1 億円となっており、その年平均額は約 43.0 億円と試算されま

す。 

これは、過去５年間のインフラ資産の更新等費用実績額（約 10.4 億円）に対しては約

4.1 倍の額となる見通しです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※「公共施設等更新費用試算ソフト」（総務省監修）により試算 

※更新等費用実績額：平成 23年度から平成 27年度におけるインフラ資産に係る既存更新・新規整備費用を抽

出して年平均の実績額として算定したもの 

 

図 2.15 インフラ資産の更新費用の見通し 

 ※農道、林道、簡易水道、港湾・漁港、河川は更新単価の 

 設定がされていないため、更新費用試算の対象外とする 

 

年更新費用の試算 

43.0 億円 
 

既存更新分及び新規整備分 

4.1 倍 

 
40 年間の 

更新費用総額 
 

1,719.1 億円 

 

 

今後 40 年間の平均年間更新費は、 

過去 5 年間の平均更新費の 

約 4.1 倍 

過去 5年平均 

インフラ更新等費用実績 

既存更新分及び新規整備分 
 

10.4 億円 
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③ 公共施設等（全体） 

公共建築物とインフラ資産を合わせた公共施設等全体での更新費用試算額は、今後 40 年

間で総額 4,251.5 億円となります。 

１年あたりの平均額は約 106.3 億円となり、過去５年間の公共施設等にかかる更新用費

用実質額平均値（約 26.8 億円）の約 4.0 倍が必要となる計算です。 

将来人口が減少傾向にある中で、約 4.0 倍の更新費用の確保は困難と考えられることか

ら、施設の長寿命化・複合化・統廃合など様々な施策展開を視野に入れつつ、今後の公共施

設等のあり方を検討することが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※「公共施設等更新費用試算ソフト」（総務省監修）により試算 

※更新等費用実績額：公共施設にかかる更新等費用実績額とインフラ資産にかかる更新等費用実績額を合計し

たもの 

 

図 2.16 公共施設等全体の更新費用の見通し 

 

 

今後 40 年間の平均年間更新費は、 

過去 5 年間の平均更新費の 

約 4.0 倍 

過去 5年平均 

公共施設等更新等費用実績 

既存更新分及び新規整備分 
 

26.8 億円 

年更新費用の試算 

106.3 億円 
 

既存更新分及び新規整備分 

4.0 倍 

 
40 年間の 

更新費用総額 
 

4,251.5 億円 

 

※農道、林道、簡易水道、港湾・漁港、河川は更新単価の 

 設定がされていないため、更新費用試算の対象外とする 
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３．公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 
 

３.１ 現状や課題に関する基本認識 

【人口の現状と将来の見通しについて】 

・本市の人口は、昭和 40 年の 12.2 万人を頂点に減少に転じ、平成 27 年（2015 年）に

は 77,465 人（国勢調査結果）にまで減少しており、かつ、少子高齢化も急激に進行し

ています。 

・将来人口の見通しでは、今後も人口減少が続くと推計されており、社人研による推計では

2060 年には約 3.5 万人まで減少する見込みであり、また、人口ビジョンによる目標を

達成したとしても、2060 年には約 5.4 万人まで減少する見込みとなっています。 

 

 

【公共施設等の現況と課題について】 

・公共施設の整備状況は、公共施設全体では現在 563,927.54 ㎡（延床面積）を有してお

り、施設類型別では、延床面積が最も多い公共施設は学校教育系施設が 174,532.01 ㎡

であり、全体の約 30.9％を占め、次いで公営住宅が 108,154.63 ㎡で全体の約 19.2%

を占めています。 

・昭和 60 年以前に建築された施設（築後 30 年以上経過）は全体の約 51.0％となってお

り、今後、多くの公共施設が老朽化により、大規模改修や更新時期を迎えることとなりま

す。 

・耐震化の状況をみると、全体の約 39.3％にあたる 221,674.94 ㎡が旧耐震基準で建て

られていますが、そのうち、耐震化が完了しているのは 30%程度で、全体の 26.2%が

耐震化未実施の状態となっています。 

・本市におけるインフラ資産の現況は、道路実延長が一般道路 1,254,071ｍ、農道

350,329m、林道 42,357m、橋りょうが 954 橋、上水道管の整備延長が 743,299

ｍ、上水処理施設が 36 施設（4,280.21 ㎡）、簡易水道管の整備延長が 123,908m、

簡易水道施設が 6 施設（115.2 ㎡）、下水道管の整備延長が 157,477ｍ、下水処理施設

が 17 施設（14,878.28 ㎡）、港湾施設が１港、漁港施設が 52 港、河川が５河川

（4,339m）となっています。 

・本市の公共施設等について、現有数量を維持するために必要となる更新費用等を総務省の

基準により試算すると、今後 40 年間で約 4,251.5 億円必要となることが見込まれ、１

年あたりの平均額は約 106.3 億円となり、過去５年間の更新等費用実績額の平均約

26.8 億円の約 4.0 倍となります。 

・将来人口が減少すると見込まれる中、約 4.0 倍の更新費用の確保は困難と考えられるこ

とから、財政負担の軽減や平準化を図るため、施設の長寿命化・複合化・統廃合など様々

な施策展開を視野に入れつつ、今後の公共施設等のあり方を検討することが必要です。 

 

 

【財政の現状と課題について】 

・本市の歳入については、この 5 年間、約 400～470 億円で推移しています。内訳をみ

ると、地方税収入はやや減少傾向にあり、平成 27 年度は約 76 億円となっています。 

・本市の歳出についても、近年は横ばい傾向にありますが、内訳では扶助費が大幅な増加傾

向にあります。経常収支比率も平成 17 年度以降は改善がみられるものの、まだ 80%を

超えており、また、今後は普通交付税の減少により数値が上昇する見込みとなっています。 

・今後の財政状況については、高齢化の進行等により社会保障関係経費が増加することが予

測される中、公共施設等の維持管理・更新に要する費用の財源確保が厳しくなってくるこ

とが予測されます。 
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３.２ 公共施設等の管理に関する基本方針 

（１）基本方針 

これまで本市では、時代のニーズや人口の増加に対応するために公共施設等の整備を進め

てきましたが、今後は人口の将来見通し、公共施設等の更新費用等の増大などの課題を踏ま

えると、現在の維持管理のあり方を今後も継続していくことは困難と考えられます。 

より健全で将来にわたり持続可能な公共施設等の維持管理を行うために、また、次の世代

に過度な負担を強いることがないようにするためにも適正な公共施設等の規模や機能の検討

を進め、施設自体の総量や維持管理に必要な費用を縮減していくとともに、効率的で有効な

行政サービスの維持を図っていく必要があります。 

そのため、現状の課題に対する考え方を以下にまとめ、それを基に「公共施設等の管理に

関する基本方針」を次項のとおり設定しました。 

 

 

現状のまとめと課題からの考え方 

人口の現状と将来

の見通しから 

人口は今後も減少傾向が続き、少子高齢化の進行が予測されるこ

とから、これらの社会情勢に応じた公共施設等の量的な適正化が求

められます。 

公共施設等の現況

と課題から 

公共施設の老朽化が進み、大規模改修や更新に対応するため財政

負担が増大することが考えられることから、必要な機能を確保しつ

つも、既存施設の耐震化とともに長寿命化の推進を図るなど、公共

施設等の質的な適正化が求められます。 

また、老朽化した施設を同規模で更新を行うと多大な財政負担と

なるため、住民ニーズや施設の利用状況なども踏まえ、公共施設の

あり方について見直すことが求められています。 

財政の現状と課題

から 

将来的に増大する公共施設等の更新等に要する財源の確保が今後

大きな課題となってくることが予測されることから、より計画的な

維持管理やライフサイクルコストの縮減についての検討が求められ

ます。 

 



 21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）公共施設等の将来的な取り組みについて 

 

公共施設等における施設保有量の適正化や、長寿命化によるコスト縮減や維持管理費の平

準化、また、更新費用や維持管理費の財源確保に努めていく中で、社会情勢や市民のニーズ

に対応しつつ、持続可能な運営管理を実現するために、適宜、施設保有量やコストの縮減目

標について検討を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 
※予防保全型維持管理…損傷が軽微である早期段階に予防的な修繕等を実施することで、機能の保持・回復を図

る管理手法をいう。（（参考）事後的管理…施設の機能や性能に関する明らかな不都合

が生じてから修繕を行う管理手法をいう。） 

 

 

基本方針１【社会情勢に対応した施設保有量の適正化】 

人口減少や少子高齢化が進む市の将来を見据えた公共施設等のあり方についての検

討や、社会情勢に対応した多機能化や複合化、施設機能の転換等を図るとともに、利

用の実績や今後の利用見通し・費用対効果等を踏まえ、施設の実情に応じた縮小や統

廃合の検討を行い、無駄のない利用度の高い公共施設としてサービス提供を行ってい

きます。 

 

 
基本方針２【耐震化や長寿命化の推進による安全性確保】 

次の世代に良好な施設を引き継いでいくためには、適切な維持管理により施設を安

全・安心・快適に利用できるよう保ちながら、長期的な使用に耐えうる施設にする必

要があります。非耐震の施設は状況を踏まえながら市民が安心できる耐震化を図ると

ともに、定期的な点検や調査を実施し、計画的に修繕を行う予防保全型の維持管理を

行うとともに、施設の長寿命化を検討していきます。 

 

基本方針３【更新費用や維持管理費等の財政負担の軽減・平準化】 

予防保全型の維持管理や長寿命化によるライフサイクルコストの縮減や維持管理費

の平準化を図るとともに、施設の複合化や民間活力の導入についても検討し、より効

率的かつ効果的な維持管理・運営を行っていきます。 

 

公共施設等の管理に関する基本方針 
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３.３ 公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

 

（１）点検・診断等の実施方針 

 

公共施設等を適切に利用していくには、各施設の特性を考慮したうえで、定期的な点

検・診断を行うことが重要です。点検・診断においては、各施設の管理状況や設備の経過

年数等を踏まえ、劣化状況の把握に努めます。また、法定定期点検等の実施による結果や

診断の状況から、老朽化対策への活用を図ります。インフラ資産についても同様に、日常

的な巡視やパトロール、定期点検による現状把握を行い、利用者の安全確保に努めます。 

 

 

（２）維持管理・修繕・更新等の実施方針 

 

公共施設等の点検・診断等を通じて適切な維持管理を進めることは当然でありますが、こ

れからの公共施設等においては、さらに、対症療法的な事後保全型の維持管理・修繕・更新

等ではなく計画的な予防保全型の視点での取り組みが必要です。つまり、更新費用等のコス

ト縮減や平準化の観点から大規模な修繕や更新をできるだけ回避するため、安全性や経済性

を踏まえつつ早期段階に予防的な修繕等を実施することで、機能の保持・回復を図る予防保

全型維持管理の導入を推進します。 

 

 

（３）安全確保の実施方針 

 

市民の生活にとって重要な基盤となる公共施設等においては、点検・診断等による維持管

理とともに施設そのものの安全性の確保は重要な問題です。日常的な利用以外にも災害時に

おける利用についても位置付けられている施設があります。 

日常点検・診断等で危険性が認められた施設については、利用状況・費用面・優先度など

を踏まえて、修繕や更新を行い安全性の確保を行います。 

また、危険性が認められたが修繕が困難な施設や、すでに供用を廃止し、今後も利用の予

定が無い施設等については、速やかに解体・除却を行って安全確保に努めるとともに、跡地

の有効利用について検討を行います。 

 

 

（４）耐震化の実施方針 

 

多くの市民が利用する公共施設等は、地震等の災害時に備えて耐震性が確保される必要が

あります。避難所や福祉避難所、災害時の拠点的施設として位置付けられている公共施設で

耐震化が図られていない施設については状況を踏まえながら耐震化を進めます。 

また、その他の旧耐震基準の公共施設で耐震化が行われていない施設については、その重

要度に応じて耐震化を図ります。 
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（５）長寿命化の実施方針 

 

公共施設等は、定期的な点検・診断等により予防保全型の維持管理を行うとともに、機

能的な改善を図ることにより長寿命化の推進を図る必要もあります。 

これから大規模改修や更新時期をむかえる施設については、これらの予防保全型の維持

管理による長寿命化の推進により、大規模改修や更新の高コスト化を回避し、施設のライ

フサイクルコストの縮減や平準化に努めます。 

また、これまで既に策定されている公共施設等に関する長寿命化計画については、本計

画における方針と整合性を図りつつ、各計画の内容を踏まえて長寿命化を推進していきま

す。 

 

 

（６）施設の複合化や統廃合、民間活力導入の推進方針 

 

本市における将来人口の推移や、これからの社会情勢の変化などに対応しつつ現在ある

公共施設等を最大限に有効活用していくことが必要です。 

さらに、維持管理の負担軽減を図るためにも、施設の利用状況やニーズを十分に勘案し、

施設の複合化や統廃合について、近隣市町や民間施設との連携及びPPP/PFIなどの民間の

資金や活力を効果的に取り入れることも含めて検討を進めていきます。 

 

 

（7）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制構築・情報共有方針 

 

これからの公共施設等の総合的かつ計画的な管理にあたっては、各施設の所管部署と連

携を図りながら全庁的に取り組んでいき、庁内会議等を活用しながら、今後の公共施設等

のあり方について検討していきます。 

また、公共施設等についてのマネジメントを着実に推進していくため、施設の利用・運

営・コスト情報を正確に把握し、費用対効果や将来的な更新費用などを適切に分析してい

く必要があります。そのため、公共施設等に関する現状や点検・修繕などの情報を把握し、

定期的に更新・反映していくことが重要です。そして、これらの情報を全庁的に共有し、

将来的な施設の総合的な維持管理を進めていくことができるように取り組んでいきます。 
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４．施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 
※平成27年度末現在 

① 市民文化系施設 

 

◇対象施設一覧表 

【集会施設 - 集会施設】 
施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

1 夏目ヶ市公営住宅団地集会所 1965 100.00  一部未実施 旧宇和島市 

2 上光満集会所 1968 90.28  未実施 旧宇和島市 

3 下高串集会所 1969 94.24  未実施 旧宇和島市 

4 薬師谷公営住宅団地集会所 1969 58.00  未実施 旧宇和島市 

5 赤松集会所 1970 158.98  未実施 旧宇和島市 

6 白浜集会所 1971 189.62  未実施 旧宇和島市 

7 柿の浦集会所 1972 208.98  未実施 旧宇和島市 

8 喜路集会所 1972 125.62  未実施 旧宇和島市 

9 平浦集会所 1972 177.23  未実施 旧宇和島市 

10 下波東集会所 1973 86.03  未実施 旧宇和島市 

11 神崎集会所 1973 130.83  未実施 旧宇和島市 

12 薬師谷集会所 1973 198.65  未実施 旧宇和島市 

13 本川内集会所 1973 152.78  未実施 旧宇和島市 

14 三島会館 1973 180.46  未実施 旧宇和島市 

15 下波西集会所 1974 101.82  未実施 旧宇和島市 

16 寄松集会所 1974 165.62  未実施 旧宇和島市 

17 川内集会所 1974 199.00  未実施 旧宇和島市 

18 明越集会所 1974 54.65  未実施 旧宇和島市 

19 別当公営住宅団地集会所 1975 69.00  未実施 旧宇和島市 

20 魚泊集会所 1975 130.74  未実施 旧宇和島市 

21 矢の浦集会所 1975 126.69  未実施 旧宇和島市 

22 狩津集会所 1976 83.63  未実施 旧宇和島市 

23 小内浦集会所 1976 131.66  未実施 旧宇和島市 

24 奥高串集会所 1977 57.96  未実施 旧宇和島市 

25 石丸集会所 1977 101.85  未実施 旧宇和島市 

26 柿の木集会所 1977 92.74  未実施 旧宇和島市 

27 大小浜集会所 1978 216.96  未実施 旧宇和島市 

28 能登集会所 1978 71.21  未実施 旧宇和島市 

29 蛤集会所 1978 175.87  未実施 旧宇和島市 

30 本村集会所 1979 107.65  未実施 旧宇和島市 

31 丸穂集会所 1980 44.58  未実施 旧宇和島市 

32 伊吹町東 1 区集会所 1981 180.00  新耐震基準 旧宇和島市 

33 本浦集会所 1981 195.43  新耐震基準 旧宇和島市 

34 祝森小集落集会所 1981 130.00  新耐震基準 旧宇和島市 

35 小池集会所 1981 104.45  新耐震基準 旧宇和島市 

36 百之浦集会所 1981 141.17  未実施 旧宇和島市 

37 宿の浦集会所 1982 69.56  新耐震基準 旧宇和島市 

38 坂下津集会所 1983 213.64  新耐震基準 旧宇和島市 
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施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

39 成川集会所 1983 49.68  新耐震基準 旧宇和島市 

40 阿瀬部集会所 1983 66.24  新耐震基準 旧宇和島市 

41 嘉島集会所 1984 226.07  新耐震基準 旧宇和島市 

42 宮市集会所 1985 57.96  新耐震基準 旧宇和島市 

43 坂下津 1 区集会所 1986 133.73  新耐震基準 旧宇和島市 

44 矢ヶ浜集会所 1987 75.00  新耐震基準 旧宇和島市 

45 保田集会所 1987 330.00  新耐震基準 旧宇和島市 

46 九島開発総合センター 1987 556.00  新耐震基準 旧宇和島市 

47 家藤集会所 1988 114.27  新耐震基準 旧宇和島市 

48 柿原集会所 1989 231.03  新耐震基準 旧宇和島市 

49 江の組集会所 1989 99.37  新耐震基準 旧宇和島市 

50 長堀集会所 1989 281.00  新耐震基準 旧宇和島市 

51 高助集会所 1990 106.82  新耐震基準 旧宇和島市 

52 朝日町集会所 1990 97.25  新耐震基準 旧宇和島市 

53 石引集会所 1991 92.74  新耐震基準 旧宇和島市 

54 郡集会所 1991 49.68  新耐震基準 旧宇和島市 

55 野川集会所 1991 158.00  新耐震基準 旧宇和島市 

56 宮下集会所 1992 208.68  新耐震基準 旧宇和島市 

57 水荷浦集会所 1992 165.62  新耐震基準 旧宇和島市 

58 西三浦地域交流ホーム 1993 248.00  新耐震基準 旧宇和島市 

59 安米集会所 1993 158.99  新耐震基準 旧宇和島市 

60 鹿田団地集会所 1993 111.79  新耐震基準 旧宇和島市 

61 保手 3 区集会所 1993 160.64  新耐震基準 旧宇和島市 

62 宮下団地集会所 1994 176.38  新耐震基準 旧宇和島市 

63 津の浦集会所 1994 198.43  新耐震基準 旧宇和島市 

64 和霊公営住宅団地集会所 1994 70.00  新耐震基準 旧宇和島市 

65 中組集会所 1995 56.31  新耐震基準 旧宇和島市 

66 大超寺奥集会所 1995 154.00  新耐震基準 旧宇和島市 

67 船隠集会所 1996 229.41  新耐震基準 旧宇和島市 

68 天満集会所 1996 237.00  新耐震基準 旧宇和島市 

69 築地弁天集会所 1996 159.39  新耐震基準 旧宇和島市 

70 保手中央集会所 1997 209.47  新耐震基準 旧宇和島市 

71 横浦集会所(宇和島) 2004 59.62  新耐震基準 旧宇和島市 

72 伊吹団地集会所 2006 122.00  新耐震基準 旧宇和島市 

73 山際集会所 2007 128.34  新耐震基準 旧宇和島市 

74 甘崎集会所 2013 218.18  新耐震基準 旧宇和島市 

75 戎山集会所 2015 206.00  新耐震基準 旧宇和島市 

76 裡町 1 区集会所 1964 54.70  未実施 旧吉田町 

77 深浦集会所 1965 146.90  未実施 旧吉田町 

78 池ノ浦集会所 1965 65.60  未実施 旧吉田町 

79 寺家合蔵集会所 1965 110.20  未実施 旧吉田町 

80 牛川集会所 1966 122.10  未実施 旧吉田町 

81 奥白井谷集会所 1966 85.10  未実施 旧吉田町 

82 河内中集会所 1967 192.90  未実施 旧吉田町 

83 畦屋三ッ尾集会所 1967 92.80  未実施 旧吉田町 
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施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

84 大良集会所 1968 96.10  未実施 旧吉田町 

85 大河内上集会所 1968 124.00  未実施 旧吉田町 

86 古浦集会所 1969 110.50  未実施 旧吉田町 

87 小名集会所 1969 113.40  未実施 旧吉田町 

88 高城集会所 1969 120.40  未実施 旧吉田町 

89 板ノ浦集会所 1970 120.80  未実施 旧吉田町 

90 立目集会所 1970 189.90  未実施 旧吉田町 

91 惣代集会所 1971 121.20  未実施 旧吉田町 

92 南君西集会所 1971 159.00  未実施 旧吉田町 

93 与村井集会所 1971 163.00  未実施 旧吉田町 

94 蒋竹城下集会所 1971 114.30  未実施 旧吉田町 

95 船間集会所 1972 158.80  未実施 旧吉田町 

96 検校谷集会所 1972 108.60  未実施 旧吉田町 

97 花組集会所 1972 116.80  未実施 旧吉田町 

98 中之谷集会所 1972 105.10  未実施 旧吉田町 

99 元町集会所 1972 180.90  未実施 旧吉田町 

100 河内上集会所 1973 192.40  未実施 旧吉田町 

101 女性会館(吉田) 1973 126.00  未実施 旧吉田町 

102 浅川集会所 1973 173.90  未実施 旧吉田町 

103 荒巻集会所 1973 80.30  未実施 旧吉田町 

104 柏木集会所 1973 77.80  未実施 旧吉田町 

105 屋敷集会所 1974 114.80  未実施 旧吉田町 

106 君ヶ浦集会所 1974 164.00  未実施 旧吉田町 

107 浜集会所 1976 117.00  未実施 旧吉田町 

108 引地雪森集会所 1976 109.30  未実施 旧吉田町 

109 脇中島集会所 1977 117.70  未実施 旧吉田町 

110 北小路 3 区集会所 1977 120.00  未実施 旧吉田町 

111 知永集会所 1978 197.60  未実施 旧吉田町 

112 医王寺下上集会所 1978 119.70  未実施 旧吉田町 

113 御舟手集会所 1978 124.70  未実施 旧吉田町 

114 医王寺下中集会所 1979 83.00  未実施 旧吉田町 

115 川口集会所 1979 77.50  未実施 旧吉田町 

116 魚棚 1､2 区集会所 1980 123.20  未実施 旧吉田町 

117 北小路 1､2 区集会所 1980 110.20  未実施 旧吉田町 

118 新田集会所 1980 110.80  未実施 旧吉田町 

119 鳥首集会所 1981 162.00  新耐震基準 旧吉田町 

120 東小路 1 区集会所 1981 133.70  新耐震基準 旧吉田町 

121 裡町 3､本町 3 区集会所 1981 69.70  新耐震基準 旧吉田町 

122 煙硝蔵集会所 1982 116.90  新耐震基準 旧吉田町 

123 御殿内集会所 1982 245.20  新耐震基準 旧吉田町 

124 鶴間集会所 1983 180.00  新耐震基準 旧吉田町 

125 本町 1 区集会所 1983 117.60  新耐震基準 旧吉田町 

126 東八反代集会所 1983 116.70  新耐震基準 旧吉田町 

127 川平集会所 1984 97.90  新耐震基準 旧吉田町 

128 先新浜集会所 1984 114.60  新耐震基準 旧吉田町 
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施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

129 医王寺下下集会所 1984 110.60  新耐震基準 旧吉田町 

130 日の平集会所 1985 113.50  新耐震基準 旧吉田町 

131 南君東集会所 1986 248.40  新耐震基準 旧吉田町 

132 中組集会所(吉田) 1986 150.50  新耐震基準 旧吉田町 

133 中浦集会所 1987 194.90  新耐震基準 旧吉田町 

134 大工町集会所 1987 82.10  新耐震基準 旧吉田町 

135 西小路集会所 1988 120.00  新耐震基準 旧吉田町 

136 大河内下集会所 1989 139.20  新耐震基準 旧吉田町 

137 横網代集会所 1989 107.10  新耐震基準 旧吉田町 

138 宮ノ浦集会所 1990 156.50  新耐震基準 旧吉田町 

139 白浦コミュニティセンター 1991 237.40  新耐震基準 旧吉田町 

140 東蓮寺集会所 1992 123.00  新耐震基準 旧吉田町 

141 奥南集会所 1993 112.80  新耐震基準 旧吉田町 

142 和田集会所 1994 120.90  新耐震基準 旧吉田町 

143 沖中集会所 1996 123.63  新耐震基準 旧吉田町 

144 沖下集会所 1996 124.92  新耐震基準 旧吉田町 

145 沖村コミュニティセンター 1997 120.08  新耐震基準 旧吉田町 

146 御殿内集会所別館 1997 64.70  新耐震基準 旧吉田町 

147 白井谷集会所 1997 120.07  新耐震基準 旧吉田町 

148 魚棚 3 区集会所 2002 125.66  新耐震基準 旧吉田町 

149 筋集会所 2002 133.32  新耐震基準 旧吉田町 

150 鶴間公営住宅団地集会所 2005 99.00  新耐震基準 旧吉田町 

151 則集会所 1968 141.00  未実施 旧三間町 

152 宮野下村集会所 1970 141.00  未実施 旧三間町 

153 三間中間集会所 1970 133.00  未実施 旧三間町 

154 迫目集会所 1972 136.00  未実施 旧三間町 

155 波岡集会所 1973 135.00  未実施 旧三間町 

156 務田集会所 1974 132.00  未実施 旧三間町 

157 三間基幹集落センター 1977 500.00  未実施 旧三間町 

158 川之内集会所 1978 112.62  未実施 旧三間町 

159 土居中集会所 1978 139.08  未実施 旧三間町 

160 元宗集会所 1979 132.49  未実施 旧三間町 

161 成家集会所 1979 115.19  未実施 旧三間町 

162 是能集会所 1979 133.32  未実施 旧三間町 

163 金銅集会所 1980 115.12  未実施 旧三間町 

164 戸雁集会所 1980 183.79  未実施 旧三間町 

165 北増穂集会所 1980 114.09  未実施 旧三間町 

166 兼近集会所 1981 114.84  新耐震基準 旧三間町 

167 小沢川集会所 1981 135.72  新耐震基準 旧三間町 

168 大藤一組集会所 1981 99.60  新耐震基準 旧三間町 

169 大内集会所 1981 130.01  新耐震基準 旧三間町 

170 波岡上集会所 1981 99.55  新耐震基準 旧三間町 

171 田川集会所 1982 136.20  新耐震基準 旧三間町 

172 音地集会所 1985 139.82  新耐震基準 旧三間町 

173 黒井地教育集会所 1990 232.00  新耐震基準 旧三間町 
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施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

174 是延集会所 1993 133.32  新耐震基準 旧三間町 

175 曽根集会所(三間) 1994 182.18  新耐震基準 旧三間町 

176 大藤集会所 1994 157.00  新耐震基準 旧三間町 

177 土居垣内集会所 1994 66.00  新耐震基準 旧三間町 

178 中野中集会所 1998 162.30  新耐震基準 旧三間町 

179 黒井地集会所 2000 198.74  新耐震基準 旧三間町 

180 コスモスタウン集会所 2002 131.59  新耐震基準 旧三間町 

181 黒川集会所 2003 64.98  新耐震基準 旧三間町 

182 三間町焼物場 2004 40.00  新耐震基準 旧三間町 

183 牛之浦集会所 1963 77.76  未実施 旧津島町 

184 後集会所 1964 97.30  未実施 旧津島町 

185 於泥集会所 1966 79.38  未実施 旧津島町 

186 久保津集会所 1966 74.52  未実施 旧津島町 

187 近家集会所 1968 139.00  未実施 旧津島町 

188 西組集会所 1968 56.70  未実施 旧津島町 

189 玉ヶ月集会所 1969 85.05  未実施 旧津島町 

190 東組集会所 1969 52.02  未実施 旧津島町 

191 浦知集会所 1970 107.73  未実施 旧津島町 

192 干拓集会所 1970 87.48  未実施 旧津島町 

193 熱田集会所 1970 84.80  未実施 旧津島町 

194 大平集会所 1970 70.87  未実施 旧津島町 

195 針木集会所 1971 162.00  未実施 旧津島町 

196 鼡鳴集会所 1971 152.94  未実施 旧津島町 

197 宗清集会所 1971 100.85  未実施 旧津島町 

198 塩定集会所 1972 116.70  未実施 旧津島町 

199 保場川集会所 1972 98.01  未実施 旧津島町 

200 西本谷集会所 1972 70.88  未実施 旧津島町 

201 保木集会所 1972 98.01  未実施 旧津島町 

202 国延集会所 1972 99.33  未実施 旧津島町 

203 小日提集会所 1972 123.93  未実施 旧津島町 

204 柿ノ浦集会所(津島) 1973 176.47  未実施 旧津島町 

205 上谷集会所 1973 84.80  未実施 旧津島町 

206 下谷集会所 1973 72.29  未実施 旧津島町 

207 礒集会所 1973 87.89  未実施 旧津島町 

208 須下集会所 1973 210.94  未実施 旧津島町 

209 大日提集会所 1973 117.85  未実施 旧津島町 

210 寿集会所 1974 151.88  未実施 旧津島町 

211 芳原集会所 1974 71.28  未実施 旧津島町 

212 遠近集会所 1974 71.28  未実施 旧津島町 

213 横浦集会所(津島) 1976 163.60  未実施 旧津島町 

214 成集会所 1976 194.60  未実施 旧津島町 

215 木浦松集会所 1976 99.65  未実施 旧津島町 

216 曲烏集会所 1977 141.75  未実施 旧津島町 

217 福浦集会所 1977 144.90  未実施 旧津島町 

218 寺ノ下集会所 1978 57.27  未実施 旧津島町 
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施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

219 中央団地集会所 1978 136.22  未実施 旧津島町 

220 佐新田集会所 1979 35.10  未実施 旧津島町 

221 野井集会所 1979 79.65  未実施 旧津島町 

222 上組集会所 1979 35.10  未実施 旧津島町 

223 田之浜集会所 1979 163.00  未実施 旧津島町 

224 港町 3 集会所 1980 80.19  未実施 旧津島町 

225 馬ノ渕集会所 1980 78.71  未実施 旧津島町 

226 山財集会所 1980 280.28  未実施 旧津島町 

227 小祝集会所 1980 36.04  未実施 旧津島町 

228 竹ヶ島集会所 1980 114.35  未実施 旧津島町 

229 槙川集会所 1980 93.96  未実施 旧津島町 

230 胼ノ江集会所 1981 81.00  新耐震基準 旧津島町 

231 颪部集会所 1981 66.21  新耐震基準 旧津島町 

232 中駄馬集会所 1982 69.66  新耐震基準 旧津島町 

233 大門集会所 1983 62.66  新耐震基準 旧津島町 

234 海前集会所 1983 57.51  新耐震基準 旧津島町 

235 下芋地谷集会所 1984 152.80  新耐震基準 旧津島町 

236 平井集会所 1984 169.02  新耐震基準 旧津島町 

237 長野集会所 1985 55.08  新耐震基準 旧津島町 

238 犬除農事集会所 1986 89.91  新耐震基準 旧津島町 

239 佐近谷 1 集会所 1987 59.94  新耐震基準 旧津島町 

240 御内集会所 1987 105.78  新耐震基準 旧津島町 

241 横山集会所 1987 55.08  新耐震基準 旧津島町 

242 嵐集会所 1987 115.83  新耐震基準 旧津島町 

243 行谷集会所 1988 53.46  新耐震基準 旧津島町 

244 白鷺集会所 1988 84.80  新耐震基準 旧津島町 

245 上槙集会所 1989 84.24  新耐震基準 旧津島町 

246 内田集会所 1989 54.27  新耐震基準 旧津島町 

247 公営巽団地集会所 1989 69.00  新耐震基準 旧津島町 

248 泥目水集会所 1989 67.63  新耐震基準 旧津島町 

249 掛網代集会所 1990 215.24  新耐震基準 旧津島町 

250 神田･中ノ川集会所 1991 38.07  新耐震基準 旧津島町 

251 馬ノ渕コミュニティ施設 1992 127.00  新耐震基準 旧津島町 

252 弓立集会所 1993 96.23  新耐震基準 旧津島町 

253 鴨田集会所 1994 108.58  新耐震基準 旧津島町 

254 大川原集会所 1995 60.46  新耐震基準 旧津島町 

255 三島集会所 1995 140.34  新耐震基準 旧津島町 

256 脇集会所 1995 203.24  新耐震基準 旧津島町 

257 家次集会所 1997 147.58  新耐震基準 旧津島町 

258 曽根集会所(津島) 1998 193.14  新耐震基準 旧津島町 

259 岩渕集会所 2000 158.84  新耐震基準 旧津島町 

260 公営近家塩浜団地集会所 2002 68.00  新耐震基準 旧津島町 

261 上芋地谷集会所 2003 63.17  新耐震基準 旧津島町 

262 増穂集会所 2003 193.13  新耐震基準 旧津島町 

263 公営畑地団地集会所 2004 56.00  新耐震基準 旧津島町 
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施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

264 尻貝集会所 2004 117.56  新耐震基準 旧津島町 

265 稲中集会所 2005 103.68  新耐震基準 旧津島町 

266 坪井集会所 2005 113.40  新耐震基準 旧津島町 

267 田颪集会所 2005 119.88  新耐震基準 旧津島町 

 

【文化施設 - 文化施設】 
施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

268 南予文化会館 1986 4,734.00  新耐震基準 旧宇和島市 

269 コスモスホール三間 1991 2,861.00  新耐震基準 旧三間町 

 

【文化施設 - 文化財】 
施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

270 宇和島城天守 1666 296.00  未実施 旧宇和島市 

271 桑折氏武家長屋門 1800 65.00  未実施 旧宇和島市 

272 穂積陳重･八束兄弟生家長屋門 1859 56.00  未実施 旧宇和島市 

273 禅蔵寺薬師堂(津島) 1539 32.00  未実施 旧津島町 

274 西村酒造場酒蔵倉庫群(一式) 1870 1,213.21  未実施 旧津島町 

275 小西本家 1912 109.08  未実施 旧津島町 

 

 

◇耐震化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震化状況 延床面積(㎡)  

旧耐震基準  18,421.80 

耐震化未実施 18,421.80  

耐震化実施済   

耐震化不要   

新耐震基準  24,940.02 

耐震化不要 24,940.02  

計 43,361.82  

 

 

【耐震基準】 

■旧耐震基準  ：42.5% 

■新耐震基準  ：57.5% 

 

【詳細】 

■耐震化未実施 ：類型内の 42.5% 

■耐震化実施済 ：類型内の 0.0% 

■耐震化不要  ：類型内の 57.5% 
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■施設の現況 

・市民文化系施設は 275 施設あり、総延床面積は 43,361.82 ㎡となっています。 

・築 30 年以上が経過している施設は 185 施設あり、対象施設の 67%を占めてい

ます。 

・耐震化については、旧耐震基準で建てられている建物すべてが耐震化未実施の状態

であり、対象施設のうち 143 施設（延床面積割合では約 43%）が耐震化されて

いない状況となっています。 

 

■管理に関する基本方針 

・集会施設の維持管理運営等については、地元自治会が行っています。今後、人口減

少が見込まれる中で、各自治会での維持管理が困難と思われることから、近隣自治

会での共同利用等について、検討を行います。 

・文化財建造物は、一度失われてしまえば取り戻すことのできない固有の価値を持っ

ているため、耐震改修の検討を行って、安全性の確保に努めていくとともに、利用

者の安全確保を図るために施設の日常点検を定期的に行い、予防保全型の維持管理

を進めます。また、文化財の管理運営については、保存活用計画を策定し、基本方

針や整備活用計画等に沿った整備工事や活用事業を進めます。 

・南予文化会館については、平成 23 年度から平成 28 年度に大規模改修を実施して

います。今後も、日常的な点検や軽微な修繕を適切に行い、施設の長寿命化を図り

ます。 

・コスモスホール三間については、平成 29 年度から平成 31 年度にかけて施設・設

備の大規模改修を実施する予定であり、適切な施設の長寿命化を進めます。 
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② 社会教育系施設 

   

◇対象施設一覧表 

【図書館 - 図書館】 
施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

1 中央図書館 1986 1,473.00  新耐震基準 旧宇和島市 

2 簡野道明記念吉田町図書館 1985 703.00  新耐震基準 旧吉田町 

 

【博物館等 - 博物館等】 
施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

3 城山郷土館 1844 228.00  未実施 旧宇和島市 

4 宇和島市立歴史資料館 1921 423.00  未実施 旧宇和島市 

5 宇和島市立伊達博物館 1973 1,428.00  未実施 旧宇和島市 

6 田中家史料館 1993 59.00  新耐震基準 旧宇和島市 

7 吉田ふれあい国安の郷 1994 1,502.64  新耐震基準 旧吉田町 

8 畦地記念美術館･井関記念館 2003 710.59  新耐震基準 旧三間町 

 

【博物館等 - 公民館】 
施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

9 石応公民館 1974 334.00 未実施 旧宇和島市 

10 和霊公民館 1975 374.00 未実施 旧宇和島市 

11 三浦公民館 1980 385.00 未実施 旧宇和島市 

12 天神公民館 1982 512.00 新耐震基準 旧宇和島市 

13 宇和津公民館 1982 405.00 新耐震基準 旧宇和島市 

14 遊子公民館 1982 249.00 新耐震基準 旧宇和島市 

15 九島公民館 1983 355.00 新耐震基準 旧宇和島市 

16 鶴島公民館 1985 556.00 新耐震基準 旧宇和島市 

17 宇和島市中央公民館 1986 644.00 新耐震基準 旧宇和島市 

18 番城公民館 1987 610.00 新耐震基準 旧宇和島市 

19 住吉公民館 1988 604.00 新耐震基準 旧宇和島市 

20 小池公民館 1989 401.00 新耐震基準 旧宇和島市 

21 高光公民館 1990 404.00 新耐震基準 旧宇和島市 

22 下波公民館 1991 405.00 新耐震基準 旧宇和島市 

23 三浦公民館西三浦分館 1992 416.00 新耐震基準 旧宇和島市 

24 祝森公民館 1993 424.00 新耐震基準 旧宇和島市 

25 蒋淵公民館 1994 430.00 新耐震基準 旧宇和島市 

26 明倫公民館 1995 616.00 新耐震基準 旧宇和島市 

27 日振島公民館 1996 394.00 新耐震基準 旧宇和島市 

28 立間公民館 1975 620.95 未実施 旧吉田町 

29 玉津公民館 1977 699.17 未実施 旧吉田町 

30 喜佐方公民館 1978 496.90 未実施 旧吉田町 

31 奥南公民館 1983 637.76 新耐震基準 旧吉田町 

32 吉田公民館 2014 1,912.08 新耐震基準 旧吉田町 

33 三間公民館 1971 1,070.47 実施済み 旧三間町 

34 岩松公民館 1976 2,704.08 未実施 旧津島町 
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施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

35 御槙公民館 1978 750.20 未実施 旧津島町 

36 畑地コミュニティセンター 1991 797.38 新耐震基準 旧津島町 

37 下灘公民館 1994 843.39 新耐震基準 旧津島町 

38 清満公民館 1996 851.00 新耐震基準 旧津島町 

39 北灘公民館 2004 1,005.50 新耐震基準 旧津島町 

 

【博物館等 - 隣保館】 
施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

40 番城福祉会館 1986 399.00  新耐震基準 旧宇和島市 

41 三間町隣保館 1992 406.12  新耐震基準 旧三間町 

42 福祉会館(津島) 1981 354.42  新耐震基準 旧津島町 

 

 

◇耐震化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震化状況 延床面積(㎡)  

旧耐震基準  9513.77 

耐震化未実施 8,443.30  

耐震化実施済 1,070.47  

耐震化不要   

新耐震基準  19,079.88 

耐震化不要 19,079.88  

計 28,593.65  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【耐震基準】 

■旧耐震基準  ：33.3% 

■新耐震基準  ：66.7% 

 

【詳細】 

■耐震化未実施 ：類型内の 29.5% 

■耐震化実施済 ：類型内の 3.8% 

■耐震化不要  ：類型内の 66.7% 
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■施設の現況 

・対象は 42 施設で、延床面積は 28,593.65 ㎡となっています。 

・築 30 年以上が経過している施設は 23 施設あり、対象施設の 55%を占めていま

す。 

・耐震化については、対象施設のうち 11 施設（延床面積割合では約 30%）が耐震

化されていない状況となっています。 

 

■管理に関する基本方針 

・耐震化されておらず、老朽化が進んでいる施設については、耐震改修や改築の検討

を行って、安全性の確保に努めていくとともに、改築にあたっては、今後の人口減

少や利用見通しに合わせた施設の適正規模への縮小や他機能の複合化についても検

討を行います。 

・その他耐震化されている施設についても、利用者の安全確保を図るために施設の日

常点検を定期的に行い、予防保全型の維持管理を進めていくとともに、施設の維持

管理費の軽減・平準化を図るため、施設の老朽化状況を把握し、適切に施設の長寿

命化を進めます。 
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③ スポーツ・レクリエーション系施設 

 

◇対象施設一覧表 

【スポーツ施設 - スポーツ施設】 
施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

1 宇和島市総合体育館 1997 8,368.45  新耐震基準 旧宇和島市 

2 丸山公園多目的グラウンド 2004 2,783.00  新耐震基準 旧宇和島市 

3 丸山公園陸上競技場 2005 899.00  新耐震基準 旧宇和島市 

4 丸山公園野球場 2009 2,000.00  新耐震基準 旧宇和島市 

5 丸山公園弓道場 1975 176.00  未実施 旧宇和島市 

6 丸山公園南庭球場 2000 67.69  新耐震基準 旧宇和島市 

7 丸山公園スポーツ施設 便所 2006 39.52  新耐震基準 旧宇和島市 

8 石丸公園温水プール 1984 1,186.00  新耐震基準 旧宇和島市 

9 旧祝森バッティング場 1988 10.73  新耐震基準 旧宇和島市 

10 吉田公園野球場 1976 766.00  未実施 旧吉田町 

11 吉田町ふれあい運動公園 1992 5,809.00  新耐震基準 旧吉田町 

12 三間町運動公園 1989 133.00  新耐震基準 旧三間町 

13 三間町国民体育館 1973 1,603.00  未実施 旧三間町 

14 三間柔道場 1973 258.00  未実施 旧三間町 

15 津島勤労者体育センター 1989 1,504.00  新耐震基準 旧津島町 

16 津島町柔剣道場 1976 582.00  未実施 旧津島町 

17 浦知地区体育館 1994 596.00  新耐震基準 旧津島町 

18 曽根地区体育館 1991 692.00  新耐震基準 旧津島町 

19 尚道館 1984 486.00  新耐震基準 旧津島町 

 

【レクリエーション施設・観光施設 - レクリエーション施設】 
施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

20 法ケ津住民レクレーション施設 1988 2.70  新耐震基準 旧吉田町 

21 惣代住民レクレーション施設 1991 2.70  新耐震基準 旧吉田町 

22 南君西住民レクレーション施設 1991 2.70  新耐震基準 旧吉田町 

23 白井谷住民レクレーション施設 1991 2.70  新耐震基準 旧吉田町 

24 河内中住民レクレーション施設 1993 4.60  新耐震基準 旧吉田町 

25 長谷住民レクレーション施設 1994 2.70  新耐震基準 旧吉田町 

26 沖中住民レクレーション施設 1995 2.70  新耐震基準 旧吉田町 

27 南君東住民レクレーション施設 1997 2.70  新耐震基準 旧吉田町 

28 畑地住民レクレーション広場 1985 29.50  新耐震基準 旧津島町 

 

 

【レクリエーション施設・観光施設 - 観光施設】 
施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

29 木屋旅館 1911 472.71  未実施 旧宇和島市 

30 市営闘牛場 1974 2,400.07  未実施 旧宇和島市 

31 きさいや広場 2008 2,914.00  新耐震基準 旧宇和島市 

32 だんだん茶屋 2008 136.08  新耐震基準 旧宇和島市 

33 高野長英顕彰施設(家屋) 2011 32.00  新耐震基準 旧宇和島市 
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施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

34 吉田観光物産センター 1990 571.00  新耐震基準 旧吉田町 

35 道の駅みま 2003 912.88  新耐震基準 旧三間町 

36 御槙ガーデン 1976 358.64  未実施 旧津島町 

37 祓川温泉 1998 304.51  新耐震基準 旧津島町 

38 津島やすらぎの里 2002 3,724.00  新耐震基準 旧津島町 

39 津島ふれあい農園 2003 270.84  新耐震基準 旧津島町 

 

 

◇耐震化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震化状況 延床面積(㎡)  

旧耐震基準  6,616.42 

耐震化未実施 6,616.42  

耐震化実施済   

耐震化不要   

新耐震基準  33,492.70 

耐震化不要 33,492.70  

計 40,109.12  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【耐震基準】 

■旧耐震基準  ：16.5% 

■新耐震基準  ：83.5% 

 

【詳細】 

■耐震化未実施 ：類型内の 16.5% 

■耐震化実施済 ：類型内の 0.0% 

■耐震化不要  ：類型内の 83.5% 
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■施設の現況 

・対象は 39 施設で、総延床面積は 40,109.12 ㎡となっています。 

・築 30 年以上が経過している施設は 11 施設ありますが、対象施設の 28%程度で

あり、比較的新しく建てられた施設が多くなっています。 

・耐震化については、対象施設のうち 8 施設（延床面積割合では約 17%）が旧耐震

基準で建てられた建物であり、これらすべての耐震化が未実施の状況です。 

 

■管理に関する基本方針 

・市民や観光来訪者などに日常的に広く利用されている施設が多いため、定期的な点

検により施設の劣化状況を把握し、必要な修繕等を行って施設の安全性確保、長寿

命化を図ります。 

・耐震化されておらず、老朽化が進んでいる施設については、耐震改修や改築の検討

を行うとともに、施設の住民ニーズや利用状況等を踏まえ、市民が求める施設整備

を目指します。 

・石丸公園温水プールについては、宇和島市環境センターの供用廃止に伴い、温水の

熱源が無くなることから、平成２９年度に施設の供用を廃止します。今後は、有効

利用等施設のあり方の検討を行います。 

・津島やすらぎの里については、施設老朽化のため平成 26 年度から大規模改修を実

施しているところですが、今後も必要な修繕を行うとともに、施設の利用状況を踏

まえ、市民が求める施設整備を目指します。 
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④産業系施設 

 

◇対象施設一覧表 

【産業系施設 - 産業系施設】 
施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

1 勤労青少年ホーム 1971 673.20  未実施 旧宇和島市 

2 湛水防除ポンプ室 1985 159.56  新耐震基準 旧吉田町 

3 三間町農村生活文化ふれあい交

流館 

1994 389.29  新耐震基準 旧三間町 

4 ふれあい交流館駐車場 倉庫 1996 194.40  新耐震基準 旧三間町 

5 大川井堰跡地用水機施設 1980 12.40  未実施 旧津島町 

6 高岡穴神用水ポンプ施設 1981 12.60  新耐震基準 旧津島町 

7 下芋地谷用水ポンプ施設 1983 12.60  新耐震基準 旧津島町 

8 石丸堰用水ポンプ施設 1984 10.56  新耐震基準 旧津島町 

9 東堰用水ポンプ施設 1984 10.56  新耐震基準 旧津島町 

10 東拝高堰用水ポンプ施設 1985 10.24  新耐震基準 旧津島町 

11 芳原排水ポンプ場 1987 74.90  新耐震基準 旧津島町 

12 津島林業総合センター 1993 440.00  新耐震基準 旧津島町 

 

 

◇耐震化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震化状況 延床面積(㎡)  

旧耐震基準  685.60 

耐震化未実施 685.60  

耐震化実施済   

耐震化不要   

新耐震基準  1,314.71 

耐震化不要 1,314.71  

計 2,000.31  

 

 

 

 

【耐震基準】 

■旧耐震基準  ：34.3% 

■新耐震基準  ：65.7% 

 

【詳細】 

■耐震化未実施 ：類型内の 34.3% 

■耐震化実施済 ：類型内の 0.0% 

■耐震化不要  ：類型内の 65.7% 
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■施設の現況 

・産業系施設は 12 施設あり、総延床面積は 2,000.31 ㎡となっています。 

・築 30 年以上が経過している施設は 8 施設あり、対象施設の 67%を占めていま

す。 

・耐震化については、対象施設のうち 2 施設（延床面積割合では約 34%）のみが耐

震化されていない状況となっています。 

 

■管理に関する基本方針 

・施設の日常点検を定期的に行い、予防保全型の維持管理を進めていくとともに、施

設の維持管理費の軽減・平準化を図るため、施設の老朽化状況を把握し、適切に施

設の長寿命化を進めます。 

・農業水利施設等（ため池・頭首工・用排水機場・水路）は、関係機関や地域の共同

活動組織と役割分担をしながら、点検等により施設の老朽化の状況に応じた適切な

対策を行って、ライフサイクルコストの低減を図ります。 

・勤労青少年ホームは平成２９年度末に廃止するため、施設の除却を平成３０年度中

に行う予定です。 
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⑤ 学校教育系施設 

   

◇対象施設一覧表 

【学校 - 小・中学校、寄宿舎】 
施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

1 結出小学校 体育館 1963 382.00  未実施 旧宇和島市 

2 戸島小学校 1964 3,003.58  未実施 旧宇和島市 

3 蒋淵小学校 体育館 1964 382.00  未実施 旧宇和島市 

4 戸島小学校 体育館 1965 371.00  未実施 旧宇和島市 

5 九島小学校 1965 1,378.00  一部未実施 旧宇和島市 

6 城東中学校 体育館 1966 1,316.00  実施済み 旧宇和島市 

7 住吉小学校 1969 3,471.00  実施済み 旧宇和島市 

8 和霊小学校 1970 5,053.00  実施済み 旧宇和島市 

9 和霊小学校 体育館 1972 1,608.00  実施済み 旧宇和島市 

10 高光小学校 1972 1,609.00  実施済み 旧宇和島市 

11 高光小学校 体育館 1972 375.00  実施済み 旧宇和島市 

12 遊子小学校  1974 2,100.00  実施済み 旧宇和島市 

13 遊子小学校 体育館 1975 437.00  実施済み 旧宇和島市 

14 番城小学校 体育館 1977 1,110.00  実施済み 旧宇和島市 

15 結出小学校 1978 1,787.00  実施済み 旧宇和島市 

16 天神小学校 1978 5,126.00  実施済み 旧宇和島市 

17 天神小学校 体育館 1979 1,098.00  実施済み 旧宇和島市 

18 番城小学校 1979 5,883.00  実施済み 旧宇和島市 

19 三浦小学校 体育館 1979 535.00  実施済み 旧宇和島市 

20 宇和津小学校 体育館 1980 861.00  実施済み 旧宇和島市 

21 明倫小学校 1981 6,645.00  実施済み 旧宇和島市 

22 明倫小学校 体育館 1981 1,247.00  新耐震基準 旧宇和島市 

23 城東中学校 1982 6,795.00  新耐震基準 旧宇和島市 

24 九島小学校 体育館 1983 691.00  新耐震基準 旧宇和島市 

25 日振島小学校 体育館 1988 504.00  新耐震基準 旧宇和島市 

26 城南中学校 1988 7,677.00  新耐震基準 旧宇和島市 

27 鶴島小学校 1991 3,890.00  新耐震基準 旧宇和島市 

28 嘉島小学校 1992 1,166.00  新耐震基準 旧宇和島市 

29 嘉島小学校 体育館 1992 504.00  新耐震基準 旧宇和島市 

30 鶴島小学校 体育館 1992 1,259.00  新耐震基準 旧宇和島市 

31 宇和津小学校 1992 3,299.65  新耐震基準 旧宇和島市 

32 城北中学校 体育館 1993 2,353.00  新耐震基準 旧宇和島市 

33 城北中学校 1995 6,380.00  新耐震基準 旧宇和島市 

34 蒋淵小学校 1996 1,469.00  新耐震基準 旧宇和島市 

35 三浦小学校 1998 2,076.00  新耐震基準 旧宇和島市 

36 住吉小学校 体育館 1999 1,258.00  新耐震基準 旧宇和島市 

37 日振島小学校 2005 996.00  新耐震基準 旧宇和島市 

38 はまゆう寮 2013 1,303.00  新耐震基準 旧宇和島市 

39 城南中学校 体育館 2015 2,985.60  新耐震基準 旧宇和島市 

40 吉田中学校 1966 6,212.00  一部未実施 旧吉田町 
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施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

41 吉田中学校 体育館 1968 1,324.00  実施済み 旧吉田町 

42 立間小学校 1970 2,103.00  実施済み 旧吉田町 

43 吉田小学校 1970 3,972.00  実施済み 旧吉田町 

44 喜佐方小学校 1971 1,883.00  実施済み 旧吉田町 

45 吉田小学校 体育館 1971 935.00  不要 旧吉田町 

46 玉津小学校 1975 1,987.00  実施済み 旧吉田町 

47 奥南小学校 1978 2,179.00  実施済み 旧吉田町 

48 立間小学校 体育館 1979 924.00  実施済み 旧吉田町 

49 喜佐方小学校 体育館 1983 924.00  新耐震基準 旧吉田町 

50 玉津小学校 体育館 1989 940.00  新耐震基準 旧吉田町 

51 奥南小学校 体育館 1991 940.00  新耐震基準 旧吉田町 

52 三間中学校 1979 4,260.00  一部未実施 旧三間町 

53 三間中学校 体育館 1979 621.00  実施済み 旧三間町 

54 三間小学校 体育館 1982 680.00  新耐震基準 旧三間町 

55 二名小学校 1985 1,926.00  新耐震基準 旧三間町 

56 二名小学校 体育館 1985 680.00  新耐震基準 旧三間町 

57 成妙小学校 体育館 1988 680.00  新耐震基準 旧三間町 

58 成妙小学校 1991 1,884.00  新耐震基準 旧三間町 

59 三間小学校 1996 2,925.00  新耐震基準 旧三間町 

60 御槙小学校 1954 1,598.00  未実施 旧津島町 

61 北灘小学校 体育館 1968 488.00  実施済み 旧津島町 

62 津島中学校 1969 12,385.79  未実施 旧津島町 

63 津島中学校 体育館 1971 1,700.00  実施済み 旧津島町 

64 白鷺寮 1971 3,306.00  未実施 旧津島町 

65 畑地小学校 体育館 1975 476.00  実施済み 旧津島町 

66 岩松小学校 体育館 1978 999.00  実施済み 旧津島町 

67 清満小学校 体育館 1978 572.00  実施済み 旧津島町 

68 畑地小学校 1979 1,916.00  実施済み 旧津島町 

69 御槙小学校 体育館 1979 532.00  実施済み 旧津島町 

70 清満小学校 1980 2,599.00  実施済み 旧津島町 

71 北灘小学校 1981 2,144.00  新耐震基準 旧津島町 

72 岩松小学校 1983 3,751.00  新耐震基準 旧津島町 

73 竹ヶ島小学校 1996 637.00  新耐震基準 旧津島町 

74 下灘小学校 体育館 1998 623.00  新耐震基準 旧津島町 

75 下灘小学校 1999 2058.00 新耐震基準 旧津島町 

 

【その他教育施設 - 給食調理施設】 

施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

76 戸島学校給食調理場 1966 76.18  未実施 旧宇和島市 

77 嘉島学校給食調理場 1992 48.00  新耐震基準 旧宇和島市 

78 蒋淵学校給食調理場 1993 63.00  新耐震基準 旧宇和島市 

79 日振島学校給食調理場 2004 101.05  新耐震基準 旧宇和島市 

80 中央学校給食調理場 2013 2,818.00  新耐震基準 旧宇和島市 

81 吉田学校給食調理場 1996 895.52  新耐震基準 旧吉田町 

82 三間学校給食調理場 2001 626.00  新耐震基準 旧三間町 
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施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

83 津島中学校給食室 1970 382.00  未実施 旧津島町 

84 畑地小学校給食調理場 1979 90.10  未実施 旧津島町 

85 北灘小学校給食調理場 1980 97.50  未実施 旧津島町 

86 清満小学校給食調理場 1989 297.62  新耐震基準 旧津島町 

87 岩松小学校給食調理場 1990 496.44  新耐震基準 旧津島町 

88 御槙小学校給食調理場 1993 80.13  新耐震基準 旧津島町 

89 竹ヶ島学校給食調理場 1996 70.00 新耐震基準 旧津島町 

90 下灘学校給食調理場 1999 276.00  新耐震基準 旧津島町 

 

【その他教育施設 - その他教育施設】 

施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

91 適応指導教室わかたけ 1966 380.19  未実施 旧宇和島市 

92 清水教員住宅 1972 70.00  未実施 旧宇和島市 

93 日振島小学校教員住宅 1974 319.00  未実施 旧宇和島市 

94 宮市教員住宅 1975 60.00  未実施 旧宇和島市 

95 嘉島教員住宅 1981 216.00  新耐震基準 旧宇和島市 

96 戸島教員住宅 1982 347.00  新耐震基準 旧宇和島市 

97 河内教員住宅 1974 67.00  未実施 旧吉田町 

98 南君教員住宅 1984 75.00  新耐震基準 旧吉田町 

99 魚棚教員住宅 1985 146.00  新耐震基準 旧吉田町 

100 法花津教員住宅 1987 131.00  新耐震基準 旧吉田町 

101 立間教員住宅 2002 66.00  新耐震基準 旧吉田町 

102 宮野下教員住宅 1971 158.76  未実施 旧三間町 

103 南部教員住宅 1949 47.00  未実施 旧津島町 

104 高田教員住宅 1963 792.00  未実施 旧津島町 

105 曽根教員住宅 1964 126.00  未実施 旧津島町 

106 北灘教員住宅 1981 120.00  未実施 旧津島町 

107 下灘小学校教員住宅 1982 120.00  新耐震基準 旧津島町 

108 岩渕教員住宅 1987 282.00  新耐震基準 旧津島町 

109 須下教員住宅 1992 192.90  新耐震基準 旧津島町 

110 竹ヶ島へき地教員住宅 1993 150.00  新耐震基準 旧津島町 

111 平井教員住宅 1993 101.00  新耐震基準 旧津島町 

 

 

◇耐震化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【耐震基準】 

■旧耐震基準  ：52.6% 

■新耐震基準  ：47.4% 

 

【詳細】 

■耐震化未実施 ：類型内の 16.1% 

■耐震化実施済 ：類型内の 35.7% 

■耐震化不要  ：類型内の 48.2% 
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耐震化状況 延床面積(㎡)  

旧耐震基準  91,797.10 

耐震化未実施 28,121.10  

耐震化実施済 62,359.00  

耐震化不要 1,317.00  

新耐震基準  82,734.91 

耐震化不要 82,734.91  

計 174,532.01  

 

 

■施設の現況 

・学校教育系施設は 111 施設あり、総延床面積は 174,532.01 ㎡となっています。 

・築 30 年以上が経過している施設は 71 施設あり、対象施設の 64%を占めています。 

・耐震化については、対象施設のうち 25 施設（延床面積割合では約 16%）が耐震

化されていない状況となっていますが、施設別にみると教員住宅に未耐震化の施設

が多くなっています。 

 

■管理に関する基本方針 

・小中学校の校舎・体育館等主要施設については、概ね耐震化が完了しており、今後

も定期的な点検により施設の劣化状況を把握し、予防保全型の維持管理を行いライ

フサイクルコストの縮減や維持管理経費の平準化を図ります。 

・一部耐震化が完了していない施設については、耐震診断結果を踏まえ、「適正規

模・適正配置等に関する基本方針」を基に、耐震化の実施について検討を行いま

す。 

・児童生徒の減少により、子供たちの学習・生活の場としてふさわしい適正規模の教

育環境の構築を目指し策定した「適正規模・適正配置等に関する基本方針」を基

に、これまで学校統廃合を進めてきました。今後も児童生徒の減少が見込まれる中

で、地域の実情を考慮しながら統廃合等の検討を進め、より良い教育環境の整備に

努めます。 

・戸島小学校体育館については、施設の老朽化による建替えを平成２９年度から実施

します。 

・津島中学校校舎については、老朽化による建替えにより平成２９年度から一部解体

を実施します。 

・清水教員住宅、南部教員住宅、曽根教員住宅については、今後、入居見込みがな

く、老朽化が著しいため平成２９年度に解体を実施します。 

 



 44 

 

⑥ 子育て支援施設 

 

◇対象施設一覧表 

【幼保・こども園 - 幼稚園、保育園、認定こども園】 

施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

1 大浦保育園 1967 569.69  未実施 旧宇和島市 

2 美徳保育園 1969 257.00  未実施 旧宇和島市 

3 高光保育園 1979 321.30  未実施 旧宇和島市 

4 宇和津幼稚園 1980 684.00  不要 旧宇和島市 

5 明倫幼稚園 1981 703.00  新耐震基準 旧宇和島市 

6 みゆき保育園 1982 494.66  新耐震基準 旧宇和島市 

7 九島幼稚園 1983 267.00  新耐震基準 旧宇和島市 

8 番城美徳認定こども園 1986 1,363.06  新耐震基準 旧宇和島市 

9 三浦東保育園 1986 265.78  新耐震基準 旧宇和島市 

10 小池保育園 1991 364.00  新耐震基準 旧宇和島市 

11 旧蒋淵保育所 1993 216.13  新耐震基準 旧宇和島市 

12 日振島保育所 1996 258.80  新耐震基準 旧宇和島市 

13 戸島保育所 1997 400.79  新耐震基準 旧宇和島市 

14 甘崎保育園 2011 407.37  新耐震基準 旧宇和島市 

15 喜佐方保育所 1972 726.88  未実施 旧吉田町 

16 御殿内保育園 1977 619.57  未実施 旧吉田町 

17 奥南保育園 1980 631.98  未実施 旧吉田町 

18 玉津保育所 1984 678.95  新耐震基準 旧吉田町 

19 たちばな保育園 1985 704.92  新耐震基準 旧吉田町 

20 吉田愛児園 1988 883.64  新耐震基準 旧吉田町 

21 三間認定こども園 1975 846.13  未実施 旧三間町 

22 三間幼稚園 1981 433.00  新耐震基準 旧三間町 

23 二名保育所 2003 555.80  新耐震基準 旧三間町 

24 成妙保育所 2003 514.96  新耐震基準 旧三間町 

25 畑地幼稚園 1967 401.00  実施済み 旧津島町 

26 岩松保育園 1977 1,222.79  未実施 旧津島町 

27 嵐保育園 1977 1,018.40  未実施 旧津島町 

28 北灘保育園 1978 557.22  未実施 旧津島町 

29 清満幼稚園 1997 391.00  新耐震基準 旧津島町 

30 岩松幼稚園 2003 860.00  新耐震基準 旧津島町 

 

【幼児・児童施設 - 児童施設】 

施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

31 明倫放課後児童クラブ施設 2004 67.90  新耐震基準 旧宇和島市 
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◇耐震化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震化状況 延床面積(㎡)  

旧耐震基準  7,326.96 

耐震化未実施 6,241.96  

耐震化実施済 401.00  

耐震化不要 684.00  

新耐震基準  10,359.76 

耐震化不要 10,359.76  

計 17,686.72  

 

 

■施設の現況 

・子育て支援施設は市内に 31 施設あり、総延床面積は 17,686.72 ㎡となっていま

す。 

・築 30 年以上が経過している施設は 20 施設あり、対象施設の 65%を占めていま

す。 

・耐震化については、対象施設のうち 10 施設（延床面積割合では約 35%）が耐震

化されていない状況となっています。 

 

■管理に関する基本方針 

・幼稚園・保育所・認定こども園については、今後の利用児童数の動向等を考慮しつ

つ、整備計画を策定し、施設の耐震化や老朽化した施設の適切な維持保全を図り、

良好な教育保育環境の確保に努めます。 

・建物の安全性を確保するため、施設の日常点検を定期的に行い、利用者が安全、安

心して利用できるよう、継続的に点検・診断を実施し予防保全型の維持管理を進め

ていくとともに、施設の維持管理費の軽減・平準化を図るため、施設の老朽化状況

を把握し、適切に施設の長寿命化を進めます。 

【耐震基準】 

■旧耐震基準  ：41.4% 

■新耐震基準  ：58.6% 

 

【詳細】 

■耐震化未実施 ：類型内の 35.3% 

■耐震化実施済 ：類型内の 2.3% 

■耐震化不要  ：類型内の 62.4% 
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⑦ 保健・福祉施設 

 

◇対象施設一覧表 

【高齢福祉施設 - 高齢福祉施設】 

施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町村 

1 吉田老人憩の家 1974 214.00 未実施 旧吉田町 

2 三間町老人憩の家 1973 199.00 未実施 旧三間町 

3 高齢者コミュニティセンター 1983 448.00 新耐震基準 旧三間町 

4 寿町老人憩の家 1991 77.76 新耐震基準 旧津島町 

5 中央団地老人憩の家 1991 77.76 新耐震基準 旧津島町 

6 在宅介護支援センター 2000 244.00 新耐震基準 旧津島町 

 

【障害福祉施設 - 障害福祉施設】 

施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町村 

7 宇和島市障害者福祉センターむ

つみ荘 

1985 450.28 新耐震基準 旧宇和島市 

8 あけぼの園 1988 269.31 新耐震基準 旧宇和島市 

9 津島グリーン工房 2003 247.00 新耐震基準 旧津島町 

 

【保健施設 - 保健施設】 

施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町村 

10 宇和島市保健センター 1983 1,265.00 新耐震基準 旧宇和島市 

11 宇和島市三間保健センター 1998 2,180.00 新耐震基準 旧三間町 

12 宇和島市津島保健センター 1989 674.00 新耐震基準 旧津島町 

 

 

◇耐震化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【耐震基準】 

■旧耐震基準  ：6.3% 

■新耐震基準  ：93.7% 

 

【詳細】 

■耐震化未実施 ：類型内の 6.3% 

■耐震化実施済 ：類型内の 0.0% 

■耐震化不要  ：類型内の 93.7% 
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耐震化状況 延床面積(㎡)  

旧耐震基準  398.00 

耐震化未実施 398.00  

耐震化実施済   

耐震化不要   

新耐震基準  5,948.11 

耐震化不要 5,948.11  

計 6,346.11  

 

■施設の現況 

・保健・福祉施設は市内に 12 施設あり、総延床面積は 6,346.11 ㎡となっています。  

・築 30 年以上が経過している施設は 5 施設あり、対象施設の 42%を占めています。  

・耐震化については、対象施設のうち 2 施設（延床面積割合では約 6%）のみが耐震

化されていない状況となっています。 

 

■管理に関する基本方針 

・耐震化されておらず、老朽化が進んでいる施設については、耐震改修や改築の検討

を行って、安全性の確保に努めていくとともに、改築にあたっては、今後の人口減

少や利用見通しに合わせた施設の適正規模への縮小や他機能の複合化についても検

討を行います。 

・その他の施設についても、利用者の安全確保を図るために施設の日常点検を定期的

に行い、予防保全型の維持管理を進めていくとともに、施設の維持管理費の軽減・

平準化を図るため、施設の老朽化状況を把握し、適切に施設の長寿命化を進めま

す。 
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⑧ 病院施設・介護老人保健施設 

 

◇対象施設一覧表 

【病院施設 - 病院施設】 

施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

1 市立宇和島病院本館 2008 31,586.59 新耐震基準 旧宇和島市 

2 市立宇和島病院北棟 2009 2,610.46 新耐震基準 旧宇和島市 

3 市立宇和島病院立体駐車場 2009 7,225.03 新耐震基準 旧宇和島市 

4 市立宇和島病院保管庫 2013 581.94 新耐震基準 旧宇和島市 

5 市立吉田病院新館(診療棟･病棟) 2000 3,928.00 新耐震基準 旧吉田町 

6 市立吉田病院新館(ポンプ室･医

療ガス機械室) 

2000 30 新耐震基準 旧吉田町 

7 市立吉田病院新館(ブロアー室) 2000 20 新耐震基準 旧吉田町 

8 市立吉田病院新館(自転車置場) 2000 30 新耐震基準 旧吉田町 

9 市立吉田病院旧館中棟 1968 1,519.00 未実施 旧吉田町 

10 市立吉田病院旧館南棟 1981 2,798.00 未実施 旧吉田町 

11 市立吉田病院旧館南棟(ポンプ

室) 

1981 2 不要 旧吉田町 

12 市立吉田病院旧館南棟(ブロア

ー室) 

1981 17 不要 旧吉田町 

13 市立吉田病院リハビリ棟 1986 474 新耐震基準 旧吉田町 

14 市立津島病院管理棟 1980 3,441.70 不要 旧津島町 

15 市立津島病院北病棟 1980 2,462.20 不要 旧津島町 

16 市立津島病院南診療棟 1980 882.9 実施済み 旧津島町 

17 市立津島病院機械棟 1980 420 不要 旧津島町 

18 市立津島病院車庫 1980 81 不要 旧津島町 

 

【病院施設 - その他病院施設】 

施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

19 市立宇和島病院看護師寮･院内

保育所 

1987 1,816.98 新耐震基準 旧宇和島市 

20 市立宇和島病院医師住宅(佐伯

町) 

1990 850.08 新耐震基準 旧宇和島市 

21 市立宇和島病院医師住宅(広小

路 2 番 18 号) 

1991 214.04 新耐震基準 旧宇和島市 

22 市立宇和島病院医師住宅(広小

路 2 番 41 号) 

1991 214.04 新耐震基準 旧宇和島市 

23 市立吉田病院医師住宅(1 棟) 1987 97 新耐震基準 旧吉田町 

24 市立吉田病院医師住宅(2 棟) 1980 92 未実施 旧吉田町 

25 市立吉田病院医師住宅(3 棟) 1980 92 未実施 旧吉田町 

26 市立吉田病院医師住宅(5 棟) 1989 97 新耐震基準 旧吉田町 

27 市立吉田病院医師住宅(6 棟) 1982 140 新耐震基準 旧吉田町 

28 市立吉田病院医師住宅(7 棟) 1970 90 未実施 旧吉田町 

29 市立吉田病院医師住宅(8 棟) 1983 121 新耐震基準 旧吉田町 

30 市立吉田病院医師住宅(9 棟) 1981 197 不要 旧吉田町 

31 市立津島病院医師住宅(院長住

宅) 

1990 181.8 新耐震基準 旧津島町 
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施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

32 市立津島病院医師住宅(医師住

宅 A 棟 1) 

1993 106.26 新耐震基準 旧津島町 

33 市立津島病院医師住宅(医師住

宅 A 棟 2) 

1993 106.26 新耐震基準 旧津島町 

34 市立津島病院医師住宅(医師住

宅 B 棟) 

1994 709.38 新耐震基準 旧津島町 

35 市立津島病院医師住宅(医師住

宅 C 棟 1) 

1985 80.19 新耐震基準 旧津島町 

36 市立津島病院医師住宅(医師住

宅 C 棟 2) 

1985 80.19 新耐震基準 旧津島町 

 

【介護老人保健施設 –  介護老人保健施設】 

施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

37 老人保健施設オレンジ荘 1991 3,220.00 新耐震基準 旧吉田町 

38 老人保健施設ふれあい荘 1996 2,687.00 新耐震基準 旧津島町 

 

 

◇耐震化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震化状況 延床面積(㎡)  

旧耐震基準  12,094.80 

耐震化未実施 4,591.00  

耐震化実施済 882.90  

耐震化不要 6,620.90  

新耐震基準  57,207.24 

耐震化不要 57,207.24  

計 69,302.04  

 

 

 

 

 

 

 

 

【耐震基準】 

■旧耐震基準  ：17.5% 

■新耐震基準  ：82.5% 

 

【詳細】 

■耐震化未実施 ：類型内の 6.6% 

■耐震化実施済 ：類型内の 1.3% 

■耐震化不要  ：類型内の 92.1% 
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■施設の現況 

・病院施設・介護老人保健施設に分類される施設は 38 施設あり、総延床面積は

69,302.04 ㎡となっています。 

・築 30 年以上が経過している施設は 18 施設あり、対象施設の 47%を占めています。 

・耐震化については、対象施設のうち 5 施設（延床面積割合では約７%）が耐震化さ

れていない状況となっています。 

 

■管理に関する基本方針 

・病院施設については、来院、通院者の安全確保はもとより、医療施設・老人健康施

設として法令順守のため日常点検、定期的な保守点検を行い予防保全型の維持管理

を行っていきます。 

・施設要件、施設基準を鑑み医療の質の向上を図るため必要な投資についても計画的

に進めて行きます。 

・病院施設のうち旧耐震基準の施設について、有効利用又は取り壊しについて検討を

行っていきます。 

・その他の施設についても、利用者の安全確保を図るために施設の日常点検を定期的

に行い、予防保全型の維持管理を進めていくとともに、施設の維持管理費の軽減・

平準化を図るため、施設の老朽化状況を把握し、適切に施設の長寿命化を進めま

す。 

・市立吉田病院医師住宅及び市立津島病院医師住宅の一部については、老朽化のため

平成２９年度に解体を実施します。 

・遊休施設の有効利用を進めていくとともに、老朽化した住宅については、昨今の住

宅事情等を考慮した施設へのリフォーム等の整備を検討していきます。 

・介護老人保健施設については、圏域における介護福祉施設の状況を鑑み、入所定員

等要件の見直しも検討して整備していきます。 
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⑨ 診療施設 

 

◇対象施設一覧表 

【診療施設 - 診療所】 

施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

1 遊子診療所 1973 483.00 未実施 旧宇和島市 

2 蒋淵診療所 1978 172.00 未実施 旧宇和島市 

3 下波診療所 1979 95.91 未実施 旧宇和島市 

4 日振島診療所 1980 160.00 未実施 旧宇和島市 

5 戸島診療所 1981 160.00 新耐震基準 旧宇和島市 

6 九島診療所 1987 147.00 新耐震基準 旧宇和島市 

7 嘉島診療所 1990 90.00 新耐震基準 旧宇和島市 

 

【診療施設 - その他診療所施設】 

施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

8 蒋淵医師住宅 1970 101.00 未実施 旧宇和島市 

9 日振島医師住宅 1973 70.00 未実施 旧宇和島市 

10 嘉島診療所看護婦住宅 1980 39.91 未実施 旧宇和島市 

11 戸島医師住宅 1982 82.00 新耐震基準 旧宇和島市 

12 遊子歯科医師住宅 1983 81.00 新耐震基準 旧宇和島市 

13 九島診療所医師住宅 1987 104.00 新耐震基準 旧宇和島市 

 

◇耐震化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震化状況 延床面積(㎡)  

旧耐震基準  1,121.82 

耐震化未実施 1,121.82  

耐震化実施済   

耐震化不要   

新耐震基準  664.00 

耐震化不要 664.00  

計 1,785.82  

 

【耐震基準】 

■旧耐震基準  ：62.8% 

■新耐震基準  ：37.2% 

 

【詳細】 

■耐震化未実施 ：類型内の 62.8% 

■耐震化実施済 ：類型内の 0.0% 

■耐震化不要  ：類型内の 37.2% 
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■施設の現況 

・診療施設は市内に 13 施設あり、総延床面積は 1,785.82 ㎡となっています。 

・築 30 年以上が経過している施設は 11 施設あり、対象施設の 85%を占めていま

す。 

・耐震化については、対象施設のうち 7 施設（延床面積割合では約 63%）が耐震化

されていない状況となっています。 

 

■管理に関する基本方針 

・診療所施設は、地域医療に必要不可欠な施設であり、災害時には負傷者等の応急活

動の拠点となることから、耐震化が完了していない施設は耐震化に向けて検討を行

います。 

・耐震化が完了している施設も含め、定期的な点検を実施し予防保全型の維持管理を

進めていくとともに、コストの縮減・平準化を実施して、利用者が安心して利用で

きる施設の整備に努めます。 
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⑩ 行政系施設 

  

◇対象施設一覧表 

【庁舎等 - 庁舎等】 

施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

1 宇和島市本庁舎 1976 15,687.00 未実施 旧宇和島市 

2 戸島総合庁舎 1981 144.00 新耐震基準 旧宇和島市 

3 宇和海支所庁舎 1990 531.00 新耐震基準 旧宇和島市 

4 旧吉田支所庁舎 1958 3,321.60 未実施 旧吉田町 

5 吉田支所庁舎 2014 1,255.69 新耐震基準 旧吉田町 

6 三間支所庁舎 1972 889.50 一部未実施 旧三間町 

7 津島支所庁舎 1962 3,279.00 一部未実施 旧津島町 

 

【消防施設 - 消防施設】 
施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

8 城北分団第 3 部消防詰所 

(栄町港) 

1967 70.56 未実施 旧宇和島市 

9 三浦分団第 2 部消防詰所(天満) 1972 37.24 未実施 旧宇和島市 

10 城西分団第 4 部消防詰所(白浜) 1972 43.76 未実施 旧宇和島市 

11 城東分団第 4 部消防詰所 

(広小路) 

1973 37.31 未実施 旧宇和島市 

12 城西分団第 7 部消防詰所(平浦) 1973 39.01 未実施 旧宇和島市 

13 三浦分団第 5 部消防詰所(安米) 1974 39.01 未実施 旧宇和島市 

14 城西分団第 2 部消防詰所 

(百之浦) 

1974 39.01 未実施 旧宇和島市 

15 城北分団第 2 部消防詰所 

(和霊元町) 

1974 24.84 未実施 旧宇和島市 

16 城南分団第 7 部消防詰所 

(薬師谷) 

1975 39.18 未実施 旧宇和島市 

17 遊子分団第 4 部消防詰所(番匠) 1975 39.94 未実施 旧宇和島市 

18 城西分団第 5 部消防詰所(石応) 1976 39.94 未実施 旧宇和島市 

19 城西分団第 3 部消防詰所 

(本九島) 

1976 48.44 未実施 旧宇和島市 

20 遊子分団第 6 部消防詰所 

(小矢の浦) 

1976 39.94 未実施 旧宇和島市 

21 三浦分団第 4 部消防詰所(大内) 1977 40.81 未実施 旧宇和島市 

22 城西分団第 1 部消防詰所(蛤) 1977 49.41 未実施 旧宇和島市 

23 城南分団第 4 部消防詰所(寄松) 1978 44.41 未実施 旧宇和島市 

24 高光分団第 1 部消防詰所(高串) 1978 39.01 未実施 旧宇和島市 

25 城南分団第 2 部消防詰所(川内) 1978 39.01 未実施 旧宇和島市 

26 下波分団第 6 部消防詰所(島津) 1979 47.79 未実施 旧宇和島市 

27 高光分団第 3 部消防詰所 

(徳の森) 

1979 44.41 未実施 旧宇和島市 

28 遊子分団第 1 部消防詰所 

(津の浦) 

1979 42.69 未実施 旧宇和島市 

29 城北分団第 1 部消防詰所 

(伊吹町) 

1980 44.96 未実施 旧宇和島市 

30 戸島分団第 1 部消防倉庫(美砂子) 1980 21.77 未実施 旧宇和島市 
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施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

31 遊子分団第 2 部消防詰所 

(水荷浦) 

1980 46.97 未実施 旧宇和島市 

32 戸島分団第 1 部消防詰所(本浦) 1981 32.00 新耐震基準 旧宇和島市 

33 城西分団第 6 部消防詰所 

(大小浜) 

1981 45.05 新耐震基準 旧宇和島市 

34 蒋淵分団第 1 部消防詰所(宮市) 1982 39.94 新耐震基準 旧宇和島市 

35 城西分団第 7 部消防詰所(蕨) 1982 29.62 新耐震基準 旧宇和島市 

36 下波分団第 1 部消防詰所(神崎) 1983 44.53 新耐震基準 旧宇和島市 

37 戸島分団第 3 部消防倉庫(郡) 1983 12.00 新耐震基準 旧宇和島市 

38 城東分団第 1 部消防詰所 

(坂下津) 

1983 39.33 新耐震基準 旧宇和島市 

39 日振分団第 2 部消防詰所(明海) 1983 44.53 新耐震基準 旧宇和島市 

40 下波分団第 7 部消防詰所(狩津) 1984 44.53 新耐震基準 旧宇和島市 

41 遊子分団第 3 部消防詰所(魚泊) 1984 44.53 新耐震基準 旧宇和島市 

42 下波分団第 4 部消防倉庫(結出) 1985 11.18 新耐震基準 旧宇和島市 

43 下波分団第 5 部消防倉庫(西) 1985 8.03 新耐震基準 旧宇和島市 

44 下波分団第 1 部消防詰所(大池) 1985 16.22 新耐震基準 旧宇和島市 

45 戸島分団第 3 部消防詰所(嘉島) 1985 44.53 新耐震基準 旧宇和島市 

46 高光分団第 2 部消防詰所(光満) 1985 44.53 新耐震基準 旧宇和島市 

47 高光分団第 2 部消防倉庫 

(上光満) 

1985 6.00 新耐震基準 旧宇和島市 

48 高光分団第 3 部消防倉庫  

(奥高串) 

1985 3.00 新耐震基準 旧宇和島市 

49 三浦分団第 3 部消防倉庫 (尾崎) 1985 7.00 新耐震基準 旧宇和島市 

50 城北分団第 5 部消防倉庫 (赤松) 1985 6.00 新耐震基準 旧宇和島市 

51 日振分団第 1 部消防詰所(喜路) 1986 44.53 新耐震基準 旧宇和島市 

52 戸島分団第 2 部消防詰所 

(小内浦) 

1987 44.53 新耐震基準 旧宇和島市 

53 下波分団第 3 部消防詰所(東) 1988 44.53 新耐震基準 旧宇和島市 

54 遊子分団第 5 部消防詰所(甘崎) 1988 44.53 新耐震基準 旧宇和島市 

55 下波分団第 2 部消防詰所 

(柿之浦) 

1989 45.56 新耐震基準 旧宇和島市 

56 城東分団第 4 部消防詰所 

(朝日町) 

1990 51.25 新耐震基準 旧宇和島市 

57 日振分団第 3 部消防詰所(能登) 1990 69.10 新耐震基準 旧宇和島市 

58 遊子分団第 7 部消防詰所(明越) 1991 43.38 新耐震基準 旧宇和島市 

59 蒋淵分団第 4 部消防詰所(横浦) 1992 47.12 新耐震基準 旧宇和島市 

60 蒋淵分団第 3 部消防詰所(高助) 1993 66.92 一部未実施 旧宇和島市 

61 城南分団第 6 部消防詰所(祝森) 1994 96.12 新耐震基準 旧宇和島市 

62 蒋淵分団第 5 部消防詰所 

(矢ヶ浜) 

1995 49.40 新耐震基準 旧宇和島市 

63 三浦分団第 1 部消防詰所(無月) 1996 49.40 新耐震基準 旧宇和島市 

64 蒋淵分団第 2 部消防車庫(大島) 1996 49.40 新耐震基準 旧宇和島市 

65 城南分団第 5 部消防詰所(保田) 1997 49.46 新耐震基準 旧宇和島市 

66 城東分団第 2･3 部消防詰所 

(山際) 

1999 50.60 新耐震基準 旧宇和島市 

67 三浦分団第 3 部消防詰所(豊浦) 2001 49.46 新耐震基準 旧宇和島市 

68 城東分団第 5 部消防詰所(大宮町) 2003 56.52 新耐震基準 旧宇和島市 
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施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

69 高光分団第 2 部消防倉庫 

 (平駄馬) 

2004 6.00 新耐震基準 旧宇和島市 

70 城南分団第 1 部消防詰所 

(本川内) 

2005 49.46 新耐震基準 旧宇和島市 

71 城南分団第 3 部消防詰所(宮下) 2012 49.46 新耐震基準 旧宇和島市 

72 城西分団第 6 部消防倉庫 (小池) 2014 7.67 新耐震基準 旧宇和島市 

73 城北分団第 5 部消防詰所(大浦) 2015 55.26 新耐震基準 旧宇和島市 

74 吉田第 4 分団第 2 部消防詰所 

(与村井西) 

1973 48.00 未実施 旧吉田町 

75 吉田第 1 分団第 2 部消防詰所 

(西小路) 

1975 60.10 未実施 旧吉田町 

76 吉田第 2 分団第 4 部消防詰所 

(古浦) 

1978 60.75 未実施 旧吉田町 

77 吉田第 1 分団第 6 部消防詰所 

(御舟手) 

1978 28.76 未実施 旧吉田町 

78 吉田第 1 分団第 5 部消防詰所 

(知永) 

1979 27.03 未実施 旧吉田町 

79 吉田第 1 分団第 7 部消防詰所 

(鶴間) 

1979 30.66 未実施 旧吉田町 

80 吉田第 1 分団第 1 部消防詰所 

(北小路) 

1979 35.42 未実施 旧吉田町 

81 吉田第 1 分団第 3 部消防詰所 

(大工町) 

1979 35.20 未実施 旧吉田町 

82 吉田第 1 分団第 4 部消防詰所 

(魚棚) 

1981 60.10 新耐震基準 旧吉田町 

83 吉田第 2 分団第 2 部消防詰所 

(南君西) 

1981 39.60 新耐震基準 旧吉田町 

84 吉田第 2 分団第 3 部消防詰所 

(板ノ浦) 

1982 42.34 新耐震基準 旧吉田町 

85 吉田第 3 分団第 1 部消防詰所 

(川平) 

1982 20.00 新耐震基準 旧吉田町 

86 吉田第 5 分団第 3 部消防詰所 

(柏木) 

1982 33.55 新耐震基準 旧吉田町 

87 吉田第 4 分団第 3 部消防詰所 

(脇中島) 

1983 36.02 新耐震基準 旧吉田町 

88 吉田第 5 分団第 1 部消防詰所 

(中之谷) 

1983 31.80 新耐震基準 旧吉田町 

89 吉田第 4 分団第 1 部消防詰所 

(深浦) 

1984 35.30 新耐震基準 旧吉田町 

90 吉田第 2 分団第 1 部消防詰所 

(立目) 

1984 38.40 新耐震基準 旧吉田町 

91 吉田方面隊水防倉庫 1985 19.00 新耐震基準 旧吉田町 

92 吉田第 2 分団第 5 部消防詰所 

(惣代) 

1986 38.40 新耐震基準 旧吉田町 

93 吉田第 3 分団第 4 部消防詰所 

(筋) 

1986 36.84 新耐震基準 旧吉田町 

94 吉田第 5 分団第 2 部消防詰所 

(医王寺下) 

1986 42.00 新耐震基準 旧吉田町 

95 吉田第 2 分団第 6 部消防詰所 

(大良) 

1987 34.39 新耐震基準 旧吉田町 

96 吉田第 4 分団第 4 部消防詰所 

(花組) 

1987 32.40 新耐震基準 旧吉田町 

97 吉田第 3 分団第 2 部消防詰所(沖上) 1990 72.00 新耐震基準 旧吉田町 
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施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

98 吉田第 1 分団第 8 部消防詰所 

(浅川) 

1991 42.00 新耐震基準 旧吉田町 

99 吉田第 3 分団第 1 部消防詰所 

(沖下) 

1992 42.00 新耐震基準 旧吉田町 

100 吉田第 3 分団第 3 部消防詰所 

(河内中) 

1993 42.00 新耐震基準 旧吉田町 

101 消防倉庫 1993 3.00 新耐震基準 旧吉田町 

102 第 4 分団第 3 部消防詰所(音地) 1976 24.00 未実施 旧三間町 

103 三間方面隊消防車車庫 1989 86.70 新耐震基準 旧三間町 

104 第 4 分団第 2 部消防詰所(大内) 1997 48.00 新耐震基準 旧三間町 

105 第 3 分団第 1 部消防詰所(曽根) 1998 43.62 新耐震基準 旧三間町 

106 第 1 分団第 1 部消防詰所 

(宮野下) 

2000 33.53 新耐震基準 旧三間町 

107 第 3 分団第 3 部消防詰所 

(黒井地) 

2001 48.00 新耐震基準 旧三間町 

108 第 3 分団第 2 部消防詰所(大藤) 2002 48.60 新耐震基準 旧三間町 

109 第 2 分団第 2 部消防詰所 

(土居中) 

2003 48.40 新耐震基準 旧三間町 

110 第 2 分団第 1 部消防詰所 

(北増穂) 

2004 47.32 新耐震基準 旧三間町 

111 第 4 分団第 1 部消防詰所 

(中野中) 

2005 48.40 新耐震基準 旧三間町 

112 第 2 分団第 3 部消防詰所(迫目) 2006 48.38 新耐震基準 旧三間町 

113 北灘分団第 2 部消防倉庫(宗清) 1970 17.01 未実施 旧津島町 

114 清満分団第 2 部消防詰所(岩渕) 1971 34.02 未実施 旧津島町 

115 岩松分団第 5 部消防詰所(近家) 1971 34.02 未実施 旧津島町 

116 北灘分団第 10 部消防倉庫 

(大日提) 

1972 12.00 未実施 旧津島町 

117 下灘分団第 3 部消防詰所(脇) 1973 24.00 未実施 旧津島町 

118 岩松分団第 6 部消防車庫 

(玉ヶ月) 

1974 12.00 未実施 旧津島町 

119 御槙分団第 2 部消防倉庫 

(中駄馬) 

1975 14.24 未実施 旧津島町 

120 下灘分団第 9 部消防詰所(須下) 1976 31.20 未実施 旧津島町 

121 下灘分団第 10 部消防詰所 

(鼡鳴) 

1976 23.10 未実施 旧津島町 

122 御槙分団第 4 部消防倉庫(槙川) 1976 12.00 未実施 旧津島町 

123 岩松分団第 1 部消防詰所(若宮) 1977 62.00 未実施 旧津島町 

124 畑地分団第 3 部消防詰所 

(保場川) 

1978 23.10 未実施 旧津島町 

125 清満分団第 3 部消防詰所(山財) 1980 33.20 未実施 旧津島町 

126 北灘分団第 4 部消防詰所(家次) 1980 24.68 未実施 旧津島町 

127 下灘分団第 4 部消防詰所(嵐) 1980 48.00 未実施 旧津島町 

128 下灘分団第 8 部消防詰所(浦知) 1981 23.71 新耐震基準 旧津島町 

129 下灘分団第 2 部消防詰所(坪井) 1981 24.69 新耐震基準 旧津島町 

130 北灘分団第 3 部消防詰所(国永) 1981 56.71 新耐震基準 旧津島町 

131 畑地分団第 3 部消防詰所(鴨田) 1982 39.04 新耐震基準 旧津島町 

132 岩松分団第 4 部消防詰所 

(久保津) 

1982 19.56 新耐震基準 旧津島町 
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施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

133 北灘分団第 8 部消防車庫(福浦) 1983 14.24 新耐震基準 旧津島町 

134 岩松分団第 3 部消防詰所(寿町) 1984 52.00 新耐震基準 旧津島町 

135 下灘分団第 7 部消防詰所(曲烏) 1984 24.69 新耐震基準 旧津島町 

136 下灘分団第 1 部消防倉庫 

(柿之浦) 

1985 9.86 新耐震基準 旧津島町 

137 御槙分団第 3 部消防車庫(犬除) 1985 12.24 新耐震基準 旧津島町 

138 畑地分団第 1 部消防詰所(西組) 1985 52.00 新耐震基準 旧津島町 

139 下灘分団第 11 部消防倉庫 

(竹ヶ島) 

1985 14.24 新耐震基準 旧津島町 

140 北灘分団第 5 部消防詰所 

(牛之浦) 

1985 21.60 新耐震基準 旧津島町 

141 北灘分団第 1 部消防倉庫 

(鵜之浜) 

1985 5.00 新耐震基準 旧津島町 

142 北灘分団第 3 部消防倉庫(国延) 1985 5.86 新耐震基準 旧津島町 

143 北灘分団第 9 部消防車庫 

(小日提) 

1985 22.00 新耐震基準 旧津島町 

144 御槙分団第 1 部消防車庫(御内) 1986 33.10 新耐震基準 旧津島町 

145 下灘分団第 6 部消防詰所 

(泥目水) 

1986 32.40 新耐震基準 旧津島町 

146 下灘分団第 3 部消防詰所 

(田ノ浜) 

1986 32.40 新耐震基準 旧津島町 

147 畑地分団第 4 部消防車庫(上槙) 1988 29.97 新耐震基準 旧津島町 

148 岩松分団第 2 部消防詰所 

(下本町) 

1992 36.00 新耐震基準 旧津島町 

149 下灘分団第 5 部消防詰所(成) 1993 36.00 新耐震基準 旧津島町 

150 北灘分団第 7 部消防詰所 

(掛網代) 

1994 21.00 新耐震基準 旧津島町 

151 畑地分団第 2 部消防詰所(於泥) 2001 39.14 新耐震基準 旧津島町 

152 清満分団第 1 部消防詰所(増穂) 2002 58.32 新耐震基準 旧津島町 

153 下灘分団第 6 部消防詰所(田颪) 2003 44.55 新耐震基準 旧津島町 

154 下灘分団第 7 部消防詰所(平井) 2003 48.60 新耐震基準 旧津島町 

155 北灘分団第 6 部消防詰所(尻貝) 2004 44.55 新耐震基準 旧津島町 

156 畑地分団第 5 部消防詰所(三島) 2013 49.28 新耐震基準 旧津島町 

 

 

◇耐震化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【耐震基準】 

■旧耐震基準  ：75.1% 

■新耐震基準  ：24.9% 

 

【詳細】 

■耐震化未実施 ：類型内の 75.1% 

■耐震化実施済 ：類型内の 0.0% 

■耐震化不要  ：類型内の 24.9% 
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耐震化状況 延床面積(㎡)  

旧耐震基準  23,010.12 

耐震化未実施 23,010.12  

耐震化実施済   

耐震化不要   

新耐震基準  7,638.63 

耐震化不要 7,638.63  

計 30,648.75  

 

■施設の現況 

・行政系施設は 156 施設あり、総延床面積は 30,648.75 ㎡となっています。 

・築 30 年以上が経過している施設は 105 施設あり、対象施設の 67%を占めてい

ます。 

・耐震化については、対象施設のうち 53 施設（延床面積割合では約 75%）が耐震

化されていない状況となっています。 

 

■管理に関する基本方針 

・本庁舎及び各支所の庁舎については、地域住民の行政サービスを行う上で必要不可

欠な施設であり、地域防災の拠点施設となります。これまでに、吉田支所・三間支

所の整備が完了し、現在、本庁舎及び津島支所の耐震化に向けて取り組んでいると

ころです。 

・耐震化が完了した施設を含め、施設の日常点検を定期的に行い、予防保全型の維持

管理を進めていくとともに、維持管理経費の軽減・平準化を図り施設の長寿命化を

進めます。 

・消防詰所は、市民の生命・財産を火災及び風水害、大規模災害から守るため、各地

域に偏りなく配備されています。今後は地域防災の拠点となる施設であることか

ら、老朽化した施設から順次耐震性を高めた施設として整備を進めます。また、地

域の特性や道路網の整備状況を考慮して、「宇和島市消防団組織における再編（基

本）方針」に基づく各部の再編統合の検討を行い、今後の維持管理経費の縮減に努

めます。 

・吉田第 4 部団第 3 部消防詰所（脇中島）、清満分団第 2 部消防詰所（岩渕）につ

いては、老朽化のため平成 29 年度に建替えを実施します。 
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⑪ 公営住宅 

 

◇対象施設一覧表 

【公営住宅 - 公営住宅】 

施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

1 住吉市営住宅団地 1951 49.60 未実施 旧宇和島市 

2 高光公営住宅団地 1953 177.20 未実施 旧宇和島市 

3 柿之浦公営住宅団地 1954 34.70 未実施 旧宇和島市 

4 伊吹東第 2 団地 1955 325.00 未実施 旧宇和島市 

5 柿原第 2 団地 1957 277.60 未実施 旧宇和島市 

6 柿原第 3 団地 1958 482.00 未実施 旧宇和島市 

7 妙典寺前公営住宅団地 1959 638.00 未実施 旧宇和島市 

8 夏目ヶ市(下)公営住宅団地 1964 1,996.40 未実施 旧宇和島市 

9 薬師谷公営住宅団地 1967 3,796.00 未実施 旧宇和島市 

10 川内改良住宅団地 1972 4,636.44 未実施 旧宇和島市 

11 別当公営住宅団地 1972 5,237.40 未実施 旧宇和島市 

12 祝森改良住宅団地 1977 3,754.08 未実施 旧宇和島市 

13 夏目ヶ市(上)公営住宅団地 1985 8,524.97 新耐震基準 旧宇和島市 

14 松ヶ鼻公営住宅団地 1985 1,530.00 新耐震基準 旧宇和島市 

15 寄松公営住宅団地 1986 2,860.36 新耐震基準 旧宇和島市 

16 泉公営住宅団地 1986 1,429.18 新耐震基準 旧宇和島市 

17 和霊公営住宅団地 1991 8,591.49 新耐震基準 旧宇和島市 

18 柿原第 1 団地 1998 3,423.11 新耐震基準 旧宇和島市 

19 伊吹東第 1 団地 2000 206.00 新耐震基準 旧宇和島市 

20 伊吹団地 2005 5,325.13 新耐震基準 旧宇和島市 

21 北小路市営住宅団地 1935 79.20 未実施 旧吉田町 

22 西小路市営住宅団地 1950 253.00 未実施 旧吉田町 

23 御殿内市営住宅団地 1950 80.00 未実施 旧吉田町 

24 円通寺公営住宅団地 1953 132.20 未実施 旧吉田町 

25 御殿内公営住宅団地 1964 1,375.64 一部未実施 旧吉田町 

26 医王寺下公営住宅団地 1969 1,037.67 未実施 旧吉田町 

27 鶴間公営住宅団地 1971 5,149.32 一部未実施 旧吉田町 

28 与村井公営住宅団地 1985 639.30 新耐震基準 旧吉田町 

29 鶴間市営住宅団地 1989 126.36 新耐震基準 旧吉田町 

30 御殿内第 2 公営住宅団地 1993 1,092.80 新耐震基準 旧吉田町 

31 古藤田団地 1956 140.00 未実施 旧三間町 

32 石場団地 1960 970.00 未実施 旧三間町 

33 黒井地改良住宅団地 1977 2,159.00 未実施 旧三間町 

34 大藤改良住宅団地 1978 1,008.00 未実施 旧三間町 

35 務田迫目改良住宅団地 1978 1,430.00 未実施 旧三間町 

36 波岡改良住宅団地 1979 1,170.00 未実施 旧三間町 

37 渡瀬団地 1985 1,242.00 新耐震基準 旧三間町 

38 下落添団地 A 棟 2002 752.77 新耐震基準 旧三間町 

39 下落添団地 B 棟 2003 752.77 新耐震基準 旧三間町 

40 下落添団地 C 棟 2004 465.19 新耐震基準 旧三間町 
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施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

41 公営御幸団地 1953 138.40 未実施 旧津島町 

42 公営大芝団地 1953 400.80 未実施 旧津島町 

43 市営大芝団地 1954 262.40 未実施 旧津島町 

44 公営小日堤団地 1954 131.20 未実施 旧津島町 

45 市営御槙団地 1955 100.20 未実施 旧津島町 

46 公営久保津団地 1956 341.20 未実施 旧津島町 

47 市営うず尻団地 1973 90.00 未実施 旧津島町 

48 市営久保津団地 1975 80.00 未実施 旧津島町 

49 公営寿団地 1976 5,405.74 一部未実施 旧津島町 

50 公営中央団地 1977 451.20 未実施 旧津島町 

51 市営成団地 1980 61.56 未実施 旧津島町 

52 中央団地改良住宅団地 1983 1,610.46 新耐震基準 旧津島町 

53 公営巽団地 1987 13,486.82 新耐震基準 旧津島町 

54 公営近家団地 1993 930.00 新耐震基準 旧津島町 

55 公営近家塩浜団地 2000 5,217.27 新耐震基準 旧津島町 

56 公営畑地団地 2004 6,097.50 新耐震基準 旧津島町 

 

 

◇耐震化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震化状況 延床面積(㎡)  

旧耐震基準  35,898.54 

耐震化未実施 35,898.54  

耐震化実施済   

耐震化不要   

新耐震基準  72,256.09 

耐震化不要 72,256.09  

計 108,154.63  

 

 

 

 

 

【耐震基準】 

■旧耐震基準  ：33.2% 

■新耐震基準  ：66.8% 

 

【詳細】 

■耐震化未実施 ：類型内の 33.2% 

■耐震化実施済 ：類型内の 0.0% 

■耐震化不要  ：類型内の 66.8% 
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■施設の現況 

・公営住宅は 56 施設あり、総延床面積は 108,154.63 ㎡となっています。 

・築 30 年以上が経過している施設は 43 施設で、対象施設の 77%を占めており、

全体的に古い施設が多くなっています。なお、築 50 年以上となる施設も 21 施設

（38%）となっています。 

・耐震化については、対象施設のうち 36 施設（延床面積割合では約 33%）が耐震

化されていない状況となっています。 

 

■管理に関する基本方針 

・施設の必要量検討や良質なストック確保、コストの縮減、耐震性や快適性の確保に

向けた維持管理や修繕等の方針・手法を示した「宇和島市公営住宅長寿命化計画」

に基づき、施設の維持管理・長寿命化を進めます。また、少子高齢化等、今後の人

口構成の変化や住宅に係る需要等を踏まえつつ適正な住宅供給を目指します。 
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⑫ 公園 

 

◇対象施設一覧表 

【公園 - 公園】 

施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

1 御浜公園（公衆便所） 1966 7.00 未実施 旧宇和島市 

2 城山公園（休憩所） 1968 33.20 未実施 旧宇和島市 

3 愛宕公園（展望台） 1969 179.60 未実施 旧宇和島市 

4 堀部公園（公衆便所） 1975 8.37 未実施 旧宇和島市 

5 黒岩山公園 

（休憩所・公衆便所） 

1976 23.90 未実施 旧宇和島市 

6 丸山公園 

（公衆便所・用具入れ等） 

1978 81.30 未実施 旧宇和島市 

7 伊吹公園（公衆便所） 1982 5.27 新耐震基準 旧宇和島市 

8 柿原水源池公園 

（休憩所・公衆便所） 

1984 69.00 新耐震基準 旧宇和島市 

9 中央町児童遊園（公衆便所） 1990 7.28 新耐震基準 旧宇和島市 

10 保手公園（展望台・公衆便所） 1992 249.76 新耐震基準 旧宇和島市 

11 宮下ふれあい広場（便所） 1992 19.37 新耐震基準 旧宇和島市 

12 和霊公園（休憩所・公衆便所） 1994 130.10 未実施 旧宇和島市 

13 城山公園（公衆便所・倉庫） 2010 46.50 新耐震基準 旧宇和島市 

14 天赦公園（公衆便所） 2012 24.37 新耐震基準 旧宇和島市 

15 喜佐方公園（公衆便所・倉庫） 1972 34.00 未実施 旧吉田町 

16 君ケ浦公園 

（休憩所・公衆便所） 

1982 18.60 新耐震基準 旧吉田町 

17 吉田公園（公衆便所・倉庫等） 1990 334.95 一部未実施 旧吉田町 

18 中山池自然公園 

（管理棟・公衆便所等） 

2000 114.79 新耐震基準 旧三間町 

19 寿児童公園（公衆便所） 1980 12.25 未実施 旧津島町 

20 第 4 号南予レクリエーション都

市公園（公衆便所・倉庫） 

1981 62.56 新耐震基準 旧津島町 

 

 

◇耐震化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【耐震基準】 

■旧耐震基準  ：41.9% 

■新耐震基準  ：58.1% 

 

【詳細】 

■耐震化未実施 ：類型内の 41.9% 

■耐震化実施済 ：類型内の 0.0% 

■耐震化不要  ：類型内の 58.1% 
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耐震化状況 延床面積(㎡)  

旧耐震基準  612.66 

耐震化未実施 612.66  

耐震化実施済   

耐震化不要   

新耐震基準  849.51 

耐震化不要 849.51  

計 1,462.17  

 

 

■施設の現況 

・公園内にある対象施設は 20 施設あり、総延床面積は 1,462.17 ㎡となっています。  

・築 30 年以上が経過している施設は 12 施設あり、対象施設の 60%を占めています。 

・耐震化については、対象施設のうち 10 施設（延床面積割合では約 42%）が耐震化

されていない状況となっています。 

 

■管理に関する基本方針 

・新耐震基準で建てられた施設については、今後も予防保全型の維持管理を進め、施

設の長寿命化に向けた取り組みを実施します。 

・その他の公園内施設についても、委託業者やボランティア等の協力による日常的な

点検等により施設の老朽化の状況を把握し、必要に応じ、適切な修繕等を行って利

用者の安全確保に努めます。 

・吉田公園については、市総合戦略事業として平成２９年度から改修を実施します。 

・中山池自然公園（展望台）については、床材腐朽のため平成２９年度から改修を実

施します。 
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⑬ 供給処理施設 

 

◇対象施設一覧表 

【供給処理施設 - 供給処理施設】 

施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

1 石丸汚水処理施設 1977 32.40 未実施 旧宇和島市 

2 宇和島市環境センター 1984 5,126.30 新耐震基準 旧宇和島市 

3 排水処理施設(保田浸出水処理) 1984 277.58 新耐震基準 旧宇和島市 

4 宇和島市ストックヤード 2000 255.29 新耐震基準 旧宇和島市 

5 石丸ポンプ場 2007 20.00 新耐震基準 旧宇和島市 

6 吉田分室(旧資源化センター) 1983 818.85 新耐震基準 旧吉田町 

7 旧吉田町不燃物処理施設 1985 200.00 新耐震基準 旧吉田町 

8 吉田町一般廃棄物焼却施設 1995 1,125.17 新耐震基準 旧吉田町 

9 是能不燃物処理場 1979 19.44 未実施 旧三間町 

10 津島町クリーンセンター 1994 1,851.86 新耐震基準 旧津島町 

11 津島町リサイクルセンター 1994 844.60 新耐震基準 旧津島町 

 

 

◇耐震化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震化状況 延床面積(㎡)  

旧耐震基準  51.84 

耐震化未実施 51.84  

耐震化実施済   

耐震化不要   

新耐震基準  10,519.65 

耐震化不要 10,519.65  

計 10,571.49  

 

 

【耐震基準】 

■旧耐震基準  ：0.5% 

■新耐震基準  ：99.5% 

 

【詳細】 

■耐震化未実施 ：類型内の 0.5% 

■耐震化実施済 ：類型内の 0.0% 

■耐震化不要  ：類型内の 99.5% 
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■施設の現況 

・供給処理施設は 11 施設あり、総延床面積は 10,571.49 ㎡となっています。 

・築 30 年以上が経過している施設は 6 施設あり、対象施設の 55%を占めています。 

・耐震化については、対象施設のうち 2 施設（延床面積割合では約 1%）のみが耐震

化されていない状況となっています。 

 

■管理に関する基本方針 

・宇和島市環境センターは、平成 29 年 9 月末で施設の供用を廃止するため、施設

の有効利用や解体について検討します。 

・最終処分場は策定済みの個別の保全計画に基づき予防保全型の維持管理を行い、長

寿命化を図っていきます。 

・吉田町一般廃棄物焼却施設、津島町クリーンセンターについては、施設の機能を廃

止していることから除却を検討します。 

・宇和島市ストックヤードについては、廃棄物処理施設の広域化にあわせ平成２９年

度に廃止します。 
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⑭ その他施設 

 

◇対象施設一覧表 

【その他 - 普通財産】 

施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

1 日振島小学校喜路分校 1951 153.09 未実施 旧宇和島市 

2 旧山田保育園 1963 333.86 未実施 旧宇和島市 

3 旧学校給食センター 1965 1,021.39 未実施 旧宇和島市 

4 産業未来創造センター 1965 873.41 未実施 旧宇和島市 

5 あんずの里 1966 159.00 未実施 旧宇和島市 

6 旧下波学校給食調理場 1972 171.00 未実施 旧宇和島市 

7 旧深浦教員住宅 1982 73.00 新耐震基準 旧宇和島市 

8 宇和島営林署旧庁舎 1993 639.53 新耐震基準 旧宇和島市 

9 旧吉田観光情報センター 1972 65.96 未実施 旧吉田町 

10 旧玉津校長住宅 1973 66.97 未実施 旧吉田町 

11 吉田総合病院職員住宅 1979 373.75 未実施 旧吉田町 

 

【その他 - 閉校・閉園施設】 

施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

12 旧小池小学校 1963 1,652.00 一部未実施 旧宇和島市 

13 旧宇和海中学校 1971 3,961.00 未実施 旧宇和島市 

14 旧宇和海中学校 体育館 1972 1,250.00 未実施 旧宇和島市 

15 旧宇和海中学校 寄宿舎 1972 1,956.00 未実施 旧宇和島市 

16 旧石応小学校 体育館 1976 535.00 実施済み 旧宇和島市 

17 旧小池小学校 体育館 1977 535.00 未実施 旧宇和島市 

18 旧石応小学校 1984 1,730.00 新耐震基準 旧宇和島市 

19 旧南部小学校 1977 1,207.00 未実施 旧津島町 

20 旧曽根小学校 1982 1,049.00 新耐震基準 旧津島町 

21 旧曽根小学校 給食室 1991 187.00 新耐震基準 旧津島町 

22 旧由良小学校須下分校 1992 1,016.00 新耐震基準 旧津島町 

23 旧由良小学校須下分校 体育館 1992 596.00 新耐震基準 旧津島町 

24 旧由良小学校須下分校 給食室 1992 182.00 新耐震基準 旧津島町 

25 旧由良小学校 1993 1,106.00 新耐震基準 旧津島町 

26 旧由良小学校 体育館 1993 610.00 新耐震基準 旧津島町 

27 旧由良小学校 給食棟 1993 149.40 新耐震基準 旧津島町 

28 旧由良小学校平井分校 1994 1,351.00 新耐震基準 旧津島町 

29 旧由良小学校平井分校 体育館 1994 633.00 新耐震基準 旧津島町 

30 旧浦知小学校 1995 1,463.00 新耐震基準 旧津島町 

31 旧南部小学校 給食棟 1995 196.57 新耐震基準 旧津島町 

 

【その他 - その他】 

施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

32 城山ポンプ室 1967 21.75 未実施 旧宇和島市 

33 城山管理事務所 1968 20.72 未実施 旧宇和島市 

34 能登休憩所 1980 29.72 未実施 旧宇和島市 
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施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

35 薬師谷渓谷便所 1984 3.24 新耐震基準 旧宇和島市 

36 沖ノ島公衆便所 1984 3.24 新耐震基準 旧宇和島市 

37 川内納骨堂 1987 153.00 新耐震基準 旧宇和島市 

38 樺崎公衆便所 1990 12.20 新耐震基準 旧宇和島市 

39 城山下駐車場トイレ 1991 27.57 新耐震基準 旧宇和島市 

40 静愁苑 1991 1,766.00 新耐震基準 旧宇和島市 

41 宇和島港駅旅客上屋 1992 184.68 新耐震基準 旧宇和島市 

42 野川納骨堂 1995 6.25 新耐震基準 旧宇和島市 

43 宇和島新内港駅 1998 219.44 新耐震基準 旧宇和島市 

44 日振島ポケットパーク 1999 18.00 新耐震基準 旧宇和島市 

45 平井公園公衆トイレ 2000 6.90 新耐震基準 旧宇和島市 

46 遊子水荷浦地区公衆トイレ 2006 20.71 新耐震基準 旧宇和島市 

47 百之浦休憩所 2011 15.53 新耐震基準 旧宇和島市 

48 吉田斎場 1978 325.00 未実施 旧吉田町 

49 御殿内倉庫 1978 270.05 一部未実施 旧吉田町 

50 旧資源化センター詰所 1983 58.00 新耐震基準 旧吉田町 

51 仕出倉庫 1995 129.08 新耐震基準 旧吉田町 

52 音地地四国便所 1989 20.00  新耐震基準 旧三間町 

53 音地倉庫 1996 24.50  新耐震基準 旧三間町 

54 岩松共同作業場 1962 207.90  未実施 旧津島町 

55 岩松地区大型作業場 1971 274.19  未実施 旧津島町 

56 寿町ポンプ小屋 1976 35.00  未実施 旧津島町 

57 寿町資材倉庫 1985 156.00  新耐震基準 旧津島町 

58 大浜公衆トイレ 1993 22.00  新耐震基準 旧津島町 

59 月ヶ浜公園公衆トイレ 1996 7.40  新耐震基準 旧津島町 

60 田颪公園公衆トイレ 2001 6.90  新耐震基準 旧津島町 

61 岩松商店街公共トイレ 2004 32.00  新耐震基準 旧津島町 

 

◇耐震化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【耐震基準】 

■旧耐震基準  ：48.1% 

■新耐震基準  ：51.9% 

 

【詳細】 

■耐震化未実施 ：類型内の 46.3% 

■耐震化実施済 ：類型内の 1.8% 

■耐震化不要  ：類型内の 51.9% 
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耐震化状況 延床面積(㎡)  

旧耐震基準  14,125.51 

耐震化未実施 13,590.51  

耐震化実施済 535.00  

耐震化不要   

新耐震基準  15,247.39 

耐震化不要 15,247.39  

計 29,372.90  

 

 

■施設の現況 

・その他に分類される施設は 61 施設あり、総延床面積は 29,372.90 ㎡となってい

ます。 

・築 30 年以上が経過している施設は 31 施設あり、対象施設の 51%を占めています。 

・耐震化については、対象施設のうち 23 施設（延床面積割合では約 46%）が耐震化

されていない状況となっています。 

 

■管理に関する基本方針 

・普通財産施設のうち、現在、貸し付けている施設については、施設の売却等の検討

を進めるとともに、貸し付けている使用者等による定期的な点検を実施して、予防

保全型の維持管理や長寿命化によるライフサイクルコストの縮減に努めます。ま

た、未利用施設については、老朽化等の状況を踏まえ、除却及び有効利用の検討を

行います。 

・閉校となった学校施設等については、地域住民との意見交換を行いながら、学校跡

地利用検討委員会において有効利用の検討を行うとともに、耐震化されていない老

朽化した施設もあることから、施設の状況によっては、除却を含めた検討を行いま

す。 

・その他の施設についても、施設の耐震化や老朽化、利用状況を把握した上で、費用

対効果等を踏まえた施設の縮小や統廃合の検討を行うとともに、定期的な点検を実

施して、予防保全型の維持管理や長寿命化によるライフサイクルコストの縮減に努

めます。 

・産業未来創造センターについては、建設予定の大浦保育園用地として利用するため

平成２９年度に解体を実施します。 

・旧吉田観光情報センターについては、老朽化のため平成２９年度に解体を実施しま

す。 
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※インフラ資産 

⑮ 道路 

 

◇対象施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■施設の現況 

・一般道路は総延長 1,254,071ｍ、面積 4,946,871 ㎡となっています。（※橋り

ょう部除く） 

・農道は総延長 350,329m となっています。 

・林道は総延長 42,357m（橋りょう４橋）となっています。 

    

■管理に関する基本方針 

・利用者の快適性や安全性の向上を図るため、道路パトロール等を行い、予防保全

型の維持管理による道路整備を進め利用者の安全確保に努めます。 

・林道は、森林整備や林業経営に不可欠な基盤施設であり、橋りょう等の点検・診

断によって得られた結果に基づき、ライフサイクルコストの縮減に向けた取組を推

進します。 

・トンネルについては、国が示す方針に基づき定期点検を実施し、トンネルの状態

を把握するとともに、損傷度に応じて補修を行います。 

 

 

 

区分 項目 数量 

一般道路 

実延長 1,254,071ｍ   

1 級(幹線)市道 86,569ｍ   

2 級(幹線)市道 96,109ｍ   

その他市道 1,071,393ｍ   

道路部分面積 4,946,871 ㎡   

1 級(幹線)市道 559,038 ㎡   

2 級(幹線)市道 490,179 ㎡   

その他市道 3,897,654 ㎡   

農 道 

実延長 350,329ｍ   

市管理 36,307ｍ   

土地改良区管理等 314,022ｍ   

林 道 

実延長 42,357ｍ   

１級 443ｍ   

２級 22,202ｍ   

３級 19,712ｍ   

（橋りょう） （４橋）   

※一般道路（市道）の延長及び面積は橋りょう部を除いて集計した数量 
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⑯ 橋りょう 

 

◇対象施設 

種別 施設数量 

橋りょう 

数 954 橋   

面積（㎡） 39,485.2 ㎡   

構造別面積内訳 

PC 橋 12,215.6 ㎡   

RC 橋 15,870.8 ㎡   

鋼橋 2,350.8 ㎡   

石橋 405.7 ㎡   

その他 8,642.3 ㎡   

 

■施設の現況 

・橋りょうは 954 橋、面積 39,485.2 ㎡となっています。 

・構造別面積内訳は、PC 橋 12,215.6 ㎡、RC 橋 15,870.8 ㎡、鋼橋 2,350.8

㎡、石橋 405.7 ㎡、その他 8,642.3 ㎡となっています。 

    

■管理に関する基本方針 

・定期点検や日常的な維持管理によって得られた結果に基づき、橋りょうの損傷を早

期に発見するとともに健全度を把握します。 

・定期点検等で得られた健全度を基に、必要に応じて補修を行い橋りょうの長寿命化

に努めます。 
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⑰ 上水道施設 

 

◇対象施設一覧表 

【上水道施設】 

施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

1 宮下揚水ポンプ室 1962 85.30 未実施 旧宇和島市 

2 宮下第 1 集水井ポンプ室 1962 47.90 未実施 旧宇和島市 

3 宮下第 2 集水井ポンプ室 1963 12.56 未実施 旧宇和島市 

4 鋸町ポンプ室 1963 19.05 未実施 旧宇和島市 

5 宮下第 4 集水井上屋 1966 21.16 未実施 旧宇和島市 

6 柿原浄水場管理本館 1975 2,006.00 実施済み 旧宇和島市 

7 ポンプ室(高串･薬師谷･祝森) 1976 99.70 未実施 旧宇和島市 

8 愛宕山加圧ポンプ室 1979 7.50 未実施 旧宇和島市 

9 妙典寺前ポンプ室 1980 6.00 未実施 旧宇和島市 

10 丸山配水池計器室 1983 18.29 新耐震基準 旧宇和島市 

11 保田及び沖灘ポンプ室 1983 54.61 新耐震基準 旧宇和島市 

12 宮下 3 号井ポンプ室 1984 28.26 新耐震基準 旧宇和島市 

13 柿原浄水場プレハブ倉庫 1989 178.20 新耐震基準 旧宇和島市 

14 水道局庁舎 2004 1,333.72 新耐震基準 旧宇和島市 

15 宮下浄水施設（紫外線建屋） 2010 75.00 新耐震基準 旧宇和島市 

16 北小路ポンプ室(1 補) 1954 17.00 未実施 旧吉田町 

17 北小路ポンプ室(本水源) 1958 52.89 未実施 旧吉田町 

18 楠ヶ浦ポンプ室 1961 16.53 未実施 旧吉田町 

19 奥白井谷ポンプ室 1964 3.80 未実施 旧吉田町 

20 検校谷ポンプ室 1968 2.56 未実施 旧吉田町 

21 北小路ポンプ室(2 補) 1969 7.20 未実施 旧吉田町 

22 中組ポンプ室 1972 11.20 未実施 旧吉田町 

23 宗森ポンプ室 1972 4.40 未実施 旧吉田町 

24 堂の下ポンプ室 1988 8.64 新耐震基準 旧吉田町 

25 東蓮寺谷ポンプ室 1991 3.68 新耐震基準 旧吉田町 

26 川平ポンプ室 1992 6.80 新耐震基準 旧吉田町 

27 知永ポンプ室 1992 5.00 新耐震基準 旧吉田町 

28 法花津浄水場紫外線処理室(ポ

ンプ室) 

2009 14.00 新耐震基準 旧吉田町 

29 長谷浄水場紫外線処理室(ポン

プ場) 

2010 30.25 新耐震基準 旧吉田町 

30 迫目滅菌室 1978 6.30 未実施 旧三間町 

31 土居中滅菌室 1979 6.30 未実施 旧三間町 

32 音地滅菌室 1980 7.80 未実施 旧三間町 

33 大河内操作室 1982 46.40 新耐震基準 旧三間町 

34 大河内ポンプ室 1982 29.60 新耐震基準 旧三間町 

35 田川滅菌室 1982 2.70 新耐震基準 旧三間町 

36 嵐滅菌施設 2006 3.91 新耐震基準 旧津島町 
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【簡易水道施設】 

施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町名 

37 野川ポンプ場 2014 12.00 新耐震基準 旧宇和島市 

38  三浦西ポンプ場 2014 12.00 新耐震基準 旧宇和島市 

39 成川ポンプ場 2015 16.00 新耐震基準 旧宇和島市 

40 津の浦加圧ポンプ場 1985 23.30 新耐震基準 旧宇和島市 

41 大島ポンプ場 1985 22.00 新耐震基準 旧宇和島市 

42 日振島加圧ポンプ場 1985 29.90 新耐震基準 旧宇和島市 

 

◇耐震化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震化状況 延床面積(㎡)  

旧耐震基準  2,441.15 

耐震化未実施 435.15  

耐震化実施済 2,006.00  

耐震化不要   

新耐震基準  1,954.26 

耐震化不要 1,954.26  

計 4,395.41  

 

  【上水道浄水・配水施設】 

施設名 施設能力 

浄水施設 柿原浄水場 他 10 箇所 28,550㎥/日 

配水施設 丸山配水池 他 108 箇所 24,952㎥ 

 

  【簡易水道浄水・配水施設】 

施設名 施設能力 

配水施設 23 箇所 2,066㎥ 

 

 

 

 

 

 

【耐震基準】 

■旧耐震基準  ：55.5% 

■新耐震基準  ：44.5% 

 

【詳細】 

■耐震化未実施 ：類型内の 9.9% 

■耐震化実施済 ：類型内の 45.6% 

■耐震化不要  ：類型内の 44.5% 
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  【上水道管】 

管種名 管路延長（ｍ） 

管路 

導水管 4,393 

送水管 128,692 

配水管 610,214 

 計 743,299 

 

  【簡易水道管】 

管種名 管路延長（ｍ） 

管路 

導水管 4,185 

送水管 56,923 

配水管 62,800 

 計 123,908 

 

■施設の現況 

・上水道施設は浄水施設 11 箇所、配水施設 109 箇所、 簡易水道施設は配水施設

23 箇所となっています。 

・本計画の対象となる建物は上水道施設 36 施設、簡易水道施設 6 施設あり、その総

延床面積は 4,395.41 ㎡となっています。 

・築 30 年以上が経過している施設は 29 施設あり、対象施設の 69%を占めていま

す。 

・耐震化については、対象施設のうち 19 施設が耐震化されていない状況となってい

ます。 

・上水道管は、導水管 4,393m、送水管 128,692m、配水管 610,214m の総延長

743,299m、簡易水道管は、導水管 4,185m、送水管 56,923m、配水管

62,800m の総延長 123,908m となっています。 

・簡易水道は平成 28 年 4 月 1 日に上水道へ事業統合となっています。 

    

■管理に関する基本方針 

・安心で安定した水道水を供給できるよう取り組みを行っていきます。 

・平成21年度から35年度までの期間、第７次水道整備事業計画に基づき、重要施設

の耐震化・老朽管路の更新（耐震化）・地震等災害時の応急給水対策等を目的とし

た水道施設及び管路の更新・整備を進めています。なお、15年間の総事業費は

110億円となっています。 
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⑱ 下水道施設 

 

◇対象施設一覧表 

【下水道施設 - 雨水排水処理施設】 

施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町村 

1 住吉ポンプ場 1951 37.76 未実施 旧宇和島市 

2 桝形ポンプ場 1958 45.00 未実施 旧宇和島市 

3 新田ポンプ場 1961 45.00 未実施 旧宇和島市 

4 来雨水排水ポンプ場 1992 950.02 新耐震基準 旧宇和島市 

5 城北雨水排水ポンプ場 2004 1,210.31 新耐震基準 旧宇和島市 

6 大浦雨水排水ポンプ場 2015 58.00 新耐震基準 旧宇和島市 

7 御殿内ポンプ場 1951 33.72 未実施 旧吉田町 

8 川口ポンプ場 1956 13.50 未実施 旧吉田町 

9 魚棚ポンプ場 1972 31.36 未実施 旧吉田町 

10 鶴間ポンプ場 1981 5.94 新耐震基準 旧吉田町 

11 橋北ポンプ場 1987 39.20 新耐震基準 旧吉田町 

12 国永漁港ポンプ場 2000 54.31 新耐震基準 旧津島町 

 

【下水道施設 - 下水道施設】 

施設名 建築年度 延床面積(㎡) 耐震化状況 旧市町村 

13 宇和島市浄化センター 1996 11,053.66 新耐震基準 旧宇和島市 

14 遊子地区浄化センター 処理場 2002 620.60 新耐震基準 旧宇和島市 

15 竹ヶ島浄化センター 処理場 1996 171.90 新耐震基準 旧津島町 

16 平井浄化センター 処理場 1999 243.20 新耐震基準 旧津島町 

17 田颪浄化センター 処理場 2000 264.80 新耐震基準 旧津島町 

 

◇耐震化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【耐震基準】 

■旧耐震基準  ：1.4% 

■新耐震基準  ：98.6% 

 

【詳細】 

■耐震化未実施 ：類型内の 1.4% 

■耐震化実施済 ：類型内の 0.0% 

■耐震化不要  ：類型内の 98.6% 
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耐震化状況 延床面積(㎡)  

旧耐震基準  206.34 

耐震化未実施 206.34  

耐震化実施済   

耐震化不要   

新耐震基準  14,671.94 

耐震化不要 14,671.94  

計 14,878.28  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

■施設の現況 

・下水道施設は市内に 17 施設あり、総延床面積は 14,878.28 ㎡となっています。 

・築 30 年以上が経過している施設は 7 施設あり、対象施設の 41%を占めていま

す。なお、これらは全て雨水排水処理施設となっています。 

・耐震化については、対象施設のうち６施設（延床面積割合では約 1%）が耐震化さ

れていない状況となっています。これらも全て雨水排水処理施設となっています。 

・下水道管は総延長 157,477ｍとなっています。 

    

■管理に関する基本方針 

・ポンプ場については、施設の維持管理費の軽減・平準化を図るため、定期的な点検

等により施設の老朽化状況を把握し適切に施設の長寿命化を進めます。その上で、

ストックマネジメント事業の導入について検討し、計画的・効率的な改築・補修等

を実施することにより、予算の最適化、ライフサイクルコストの最小化を図りま

す。 

・下水道処理施設については、日常生活や社会活動に重大な影響を及ぼす事故発生や

機能停止を未然に防止するため、長寿命化計画に基づき、耐用年数を経過した施

設・設備の改築・更新を行うなど、ストックマネジメントを踏まえた予防保全型の

施設管理を継続的に実施します。 

 

 

項目 数量 

コンクリート管 66,931ｍ   

陶管 20,715ｍ   

塩ビ管 68,433ｍ   

その他 1,398ｍ   

計 157,477ｍ   
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⑲ 港湾・漁港施設 

 

◇対象施設一覧表 

【港湾施設】 

施設数量 

地方港湾 １港   

 

 

【漁港施設】 

施設数量 

第１種漁港 44 港   

第２種漁港 ７港   

第４種漁港 １港   

 

 

■施設の現況 

・港湾施設は１港となっています。 

・漁港施設は第１種漁港４４港、第２種漁港７港、第４種漁港１港となっています。 

    

■管理に関する基本方針 

・利用者の快適性や安全性の向上を図るため、パトロール等を行い、予防保全型の維

持管理による施設整備を進め利用者の安全確保に努めます。また、施設の維持管理

費の軽減・平準化を図るため、施設の老朽化状況を把握し、適切な施設の長寿命化

を進めます。 
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⑳ 河川 

 

◇対象施設一覧表 

施設数量 

準用河川 ５河川（4,339ｍ）  

 

 

■施設の現況 

・準用河川は５河川（4,339ｍ）となっています。 

    

■管理に関する基本方針 

・定期点検や日常的な維持管理によって得られた結果に基づき、河川の損傷を早期に

発見するとともに健全度を把握します。 

・定期点検等で得られた健全度を基に、必要に応じて補修を行い河川の長寿命化に努

めます。 
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５．フォローアップの実施方針 
 

 

（１）継続的な取り組みの体制と基本方針 

 

本計画を着実に進めていくためには、ＰＤＣＡ（ＰＬＡＮ：計画・ＤＯ：実行・ＣＨＥＣ

Ｋ：検証・ＡＣＴＩＯＮ：改善）サイクルにより日常的な取り組みとして定着させることが

重要です。 

こうしたＰＤＣＡサイクルを進めていくためには、集約した施設関連データを日常業務の

中で活用し、点検・修繕・建替等の変更が行われた際には、随時、その情報を更新し、計画

の進捗状況を検証していくことが必要です。 

そのためには、維持管理に関する全庁的な推進体制の整備が必要であり、また、施設の点

検・診断結果等を踏まえた維持管理・更新等を推進するため、維持管理・更新費等の縮減や

平準化の視点で、管理方策や更新施設の優先順位等について検討するととともに、本計画の

見直しについても検討していきます。 

 

 

（２）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

 

公共施設等の総合的かつ計画的な管理を進めるため、各施設の所管部署と連携して本計画

の推進を図ります。 

また、本計画に関して庁内での周知を徹底し、本計画の趣旨や内容の理解を得るとともに、

職員一人ひとりが公共施設等マネジメントの導入に意識を持って取り組んでいくことができ

るように意識向上に努めていきます 
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６．資料編 
 

６.１ 将来の更新等費用の設定条件 

＜公共施設＞ 

■物価変動率、落札率等は考慮しない 

■公共施設の更新（建替え）、大規模改修は、更新年数経過後に現在と同じ延床面積で更新

する 

■建築後、60年で更新（建替え）を実施 

■建築後、30年で大規模改修を実施（ただし、大規模改修の実績がある施設は除く） 

■平成28年度時点で大規模改修の実施年の30年を経過している施設は、積み残しとして平

成29年度から10年間で処理（ただし、大規模改修の実績がある施設は除く） 

■更新（建替え）費用、大規模改修費用の単価は、「公共施設等更新費用試算ソフト」の値

を採用 
 

 

表6.1 公共施設の更新費用の単価 
 

用途 大規模改修 更新（建替え） 

市民文化系施設 25 万円/㎡ 40 万円/㎡ 
社会教育系施設 25 万円/㎡ 40 万円/㎡ 
ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 20 万円/㎡ 36 万円/㎡ 
産業系施設 25 万円/㎡ 40 万円/㎡ 
学校教育系施設 17 万円/㎡ 33 万円/㎡ 
子育て支援施設 17 万円/㎡ 33 万円/㎡ 
保健・福祉施設 20 万円/㎡ 36 万円/㎡ 
医療施設（病院施設・介護老人 
保健施設、診療施設） 

25 万円/㎡ 40 万円/㎡ 

行政系施設 25 万円/㎡ 40 万円/㎡ 
公営住宅 17 万円/㎡ 28 万円/㎡ 
公園 17 万円/㎡ 33 万円/㎡ 
供給処理施設 20 万円/㎡ 36 万円/㎡ 
その他 20 万円/㎡ 36 万円/㎡ 

出典：公共施設等更新費用試算ソフト仕様書 
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６.２ インフラ資産の将来の更新等費用 

（１）道路の将来の更新等費用 

＜試算条件＞ 

■更新年数：15年 

※舗装の耐用年数の10年と舗装の一般的な供用寿命の12～20年の年数を

踏まえて15年とする 

■更新費用：全整備面積を15年で割った面積の舗装部分を毎年度更新していくと仮定 

■更新費用単価：「公共施設等更新費用試算ソフト」の単価を採用 

・道路（1 級、2 級、その他）：4,700 円/㎡ 

・自転車歩行者道：2,700 円/㎡ 
 

 
＜試算結果＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図6.1 道路の更新等費用の推計 
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（２）橋りょう 

＜試算条件＞ 

■耐用年数：60 年 

■更新費用単価：「公共施設等更新費用試算ソフト」の単価を採用 

・448 千円/㎡ 

■耐用年数を超えている橋りょう 

・試算時点で更新年数を既に経過している場合：平成29年度から5年で処理する。 

（更新費を5年間で均等に振り分ける。） 

 

 

＜試算結果＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図6.2 橋りょうの更新等費用の推計 

 

※橋りょうについては、宇和島市が定めている長寿命化計画に従い、橋りょうの補修・補

強並びに架け替えを計画的に行うと同時に、それらに要する経費に対してコスト縮減の

取り組みを行っています。 

また、更に経費については、平準化させるとともに、重要度・優先度を考慮した維持管

理を行っています。 

そのため、総務省提供ソフト・単価による算出した本結果については、あくまで参考値

としての掲載となります。 
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（３）上水道 

＜試算条件＞ 

■耐用年数：40年 

■管路の更新費用単価：「公共施設等更新費用試算ソフト」の単価を採用 

 

 
表6.2 管路の更新費用の単価 

 

管種 管径 更新単価 
（千円/m） 管種 管径 更新単価 

（千円/m） 
 

 
導水管 

300㎜未満 100  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
配水管 

50㎜以下 97 
300～500㎜未満 114 75㎜以下 97 
500～1000㎜未満 161 100㎜以下 97 
1000～1500㎜未満 345 125㎜以下 97 
1500～2000㎜未満 742 150㎜以下 97 
2000㎜以上 923 200㎜以下 100 

 

 
送水管 

300㎜未満 100 250㎜以下 103 
300～500㎜未満 114 300㎜以下 106 
500～1000㎜未満 161 350㎜以下 111 
1000～1500㎜未満 345 400㎜以下 116 
1500～2000㎜未満 742 450㎜以下 121 
2000㎜以上 923 500㎜以下 128 

 550㎜以下 128 
600㎜以下 142 
700㎜以下 158 
800㎜以下 178 
900㎜以下 199 
1000㎜以下 224 
1100㎜以下 250 
1200㎜以下 279 
1350㎜以下 628 
1500㎜以下 678 
1650㎜以下 738 
1800㎜以下 810 
2000㎜以上 923 

出典：公共施設等更新費用試算ソフト仕様書 

 

■建設年度が不明の上水道管 

・平成29年度から平成68年度の40年間で処理（更新費を40年間で均等に振り分け） 

■耐用年数を超えている上水道管 

・試算時点で更新年数を既に経過している場合：平成29年度から5年で処理（更新費を

5年間で均等に振り分け） 

■付帯施設 

・建築後60年で更新、30年で大規模改修を実施 

・更新（建替え）費用、大規模改修費用の単価は、「公共施設等更新費用試算ソフト」 

の36万円/㎡、20万円/㎡を採用 

 



 83 

 

＜試算結果＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図6.3 上水道施設の更新等費用の推計 

 

※上水道については、現在、水道局独自で定めている第７次整備事業計画に従い、収支バラ

ンスに配慮しながら、他の施設に先行して平成21年度から平成35年度までの管路・施設

等の更新を進めています。 

また、更に中長期的な計画として、実務的な耐用年数・単価等を用い、アセットマネジメ

ントによって更新需要を平準化させるなど、重要度・優先度等を考慮した検討を行うこと

としています。 

そのため、総務省提供ソフト・単価により試算した本結果については、あくまで参考値と

しての掲載となります。 
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（４）下水道 

＜試算条件＞ 

■耐用年数：50年 

■管路の更新費用単価：「公共施設等更新費用試算ソフト」の単価を採用 
 

 

表6.3 管路の更新費用の単価 
 

管種 更新単価 
（千円/ｍ） 備考 

コンクリート管 124  
更生工法を前提 陶管 124 

塩ビ管 124 
更生管 134 布設替えを前提 

出典：公共施設等更新費用試算ソフト仕様書 
 

 

■建設年度が不明の下水道管 

・平成29年度から平成68年度の40年間で処理（更新費を40年間で均等に振り分け） 

■耐用年数を超えている下水道管 

・試算時点で更新年数を既に経過している場合：平成29年度から5年で処理（更新費を

5年間で均等に振り分け） 

■付帯施設 

・建築後、60年で更新（建替え）、30年で大規模改修を実施 

・更新（建替え）費用、大規模改修費用の単価は、「公共施設等更新費用試算ソフト」

の36万円/㎡、20万円/㎡を採用 

 

 

＜試算結果＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図6.4 下水道施設の更新等費用の推計 

 


